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は じ め に

岡山県では、県民共有の財産である森林の公益的機能を持続的に発揮させるため、すべ

ての県民に薄く広く負担を求め、県民一体となって森林の維持保全に取り組むことを目的

として平成１６年４月に「おかやま森づくり県民税」を導入し、これを財源として、各種

の森林保全事業を実施してまいりました。

本税の課税期間及び事業の実施期間は５年間としており、平成２０年度には「岡山県税

制懇話会」において、税の導入効果の検証や制度見直しについて検討及び提言がなされ、

県ではこの提言を踏まえ、課税期間を５年間延長いたしました。

さらに、昨年度には再び見直し時期を迎え、税制懇話会において改めて導入効果が検証

されるとともに、本県の森林・林業の現状と課題を踏まえた税の必要性や制度のあり方、

使途事業の方向性等について検討が行われ、制度を存続すべきこと及び今後取り組むべき

施策について、知事に報告されたところです。

県では、この報告書の内容を精査した上で、引き続き、「水源のかん養、県土保全など

の森林の持つ公益的機能を高める森づくり」、「森林整備を推進するための担い手の確保

と木材の利用促進」及び「森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進」を

３つの柱とする森林保全施策を実施する必要があるとし、課税期間を平成３１年３月まで

さらに５年間延長することといたしました。

本書は、おかやま森づくり県民税２期目となる平成２１年度から２５年度までの５年間

で実施した森林保全事業の実績のほか、導入当初から１０年間の事業導入効果、さらには、

本県の森林・林業の現状と課題及び今後５年間の税制度のあり方や使途事業の方向性等に

ついて取りまとめたものです。

世代を超えて大切に守られてきた森林から受ける様々な恩恵が県民共有の財産として、

より良い姿で、将来を担う次の世代へと引き継がれていくよう、すべての県民や事業者の

方々が、本県の森林・林業を取り巻く状況やおかやま森づくり県民税に対する理解を一層

深めていただくため、広くご活用いただければ幸いに存じます。

平成２６年１０月

岡山県農林水産部

林政課長 吉 岡 哲 哉
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○これまでの「おかやま森づくり県民税」

第１ おかやま森づくり県民税事業の実績（平成２１年度～平成２５年度）

森づくり県民税を財源とする施策については、岡山県税制懇話会の提言（平成１５年

１０月）により、「水源のかん養、県土の保全などの森林の持つ公益的機能を高める森

づくり」、「森林整備を推進するための担い手の確保と木材の利用促進」、「森林・林業

に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進」を３つの柱として推進してきました。

平成２０年度に開催された前回の岡山県税制懇話会では、超過課税の継続の必要性

をはじめ、使途事業の方向性等について検討を重ね、それまでの事業の成果や現状に

かんがみ、２１年度以降５年間についても、引き続き３つの柱に従いながら、各種の

森林の保全に関する施策を実施することが適当されました。

また、新たに、担い手対策の強化、県産材の加工及び流通対策の検討、国庫補助事

業を進捗させるための対策や市町村等による地域提案型事業などに取り組むよう提言

された、この趣旨に即して、平成２１年度から２５年度までの５か年間で、以下の森

林保全事業を実施しました。

Ⅰ 水源のかん養、地球温暖化防止などの森林の持つ公益的機能を高める森づくり

（2,069,626千円）

１ 健全な人工林の整備（1,633,933千円）

健全で活力ある森林を育成するため、間伐の実施、作業道の開設、間伐材の搬出

などに対する支援を行いました。

・奥地林等の間伐 14,498 ha

・森づくり作業道の開設、補修 251,850 ｍ

・スギ間伐材の搬出 69,404 ㎥

２ 多様な森づくり（435,693千円）

松くい虫等被害林、荒廃した里山林の再生を図るとともに、市町村の提案による地

域の実情・課題に対応した森林保全の取組に対する支援を行いました。

・松くい虫被害林の再生

被害林整備 509 ha

伐倒・薬剤処理 6,960 ㎥

危険木の除去 12,849 ㎥

・ナラ枯れ被害拡大防止

広葉樹利用促進 2,792 ㎥

・荒廃した里山林の再生 15 ha

間伐作業

松くい虫被害木の処理
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・市町村提案型森づくり事業

松くい虫被害木の除去 2,298 ㎥

松くい虫被害の予防(樹幹注入等) 9,808 本

間伐用林業機械の導入 17 台

林地残材の搬出 10,883 ｔ

市民参加による森づくり活動 98 団体

Ⅱ 森林整備を推進するための担い手の確保と木材の利用促進（617,928千円）

１ 林業労働者の就労条件の整備、若い担い手の育成（211,203千円）

森林の整備を適正かつ持続的に推進するため、林業に必要な知識や技能を有する

人材を育成するとともに、作業の安全性を確保するための装備等の導入に対する支援

を行いました。

・新規就業者の現場研修経費の助成 93 事業体 ( 360人）

・新規就業者の研修の場の提供 108 箇所 ( 857ha)

・安全作業のための装備、器具の助成 91 事業体（1,460人)

２ 木材の利用促進（406,725千円）

森林の適正な整備や地球温暖化防止に貢献するため、公共施設等における県産材・

木質バイオマスの幅広い利活用を促進しました。

・公共施設の内外装木質化等の助成 154件(534㎥)

・小学校への学習机・椅子の導入 164校(4,547組:102㎥)

・県産木製品、木質ﾊﾞｲｵﾏｽ燃料等の展示ＰＲ 4 回

・公共建築物の木造化計画作成の助成 16 件

・県産材製品の販路拡大を支援 2 団体

・未利用木質系ﾊﾞｲｵﾏｽの利活用研究・開発を支援 35 件

・高校生提案によるＵＤに配慮した学校の居室整備 5 校(34㎥)

県産材製の机・椅子の導入

新規就業者の現場研修

市民による里山林の下刈り
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Ⅲ 森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進（106,409千円）

１ 県民への情報提供等（26,169千円）

森林の働きや林業の役割、おかやま森づくり県民税を活用した取組などについて、

県民に情報を発信しました。

・森林・林業を考えるシンポジウムの開催 2 回

・新聞による広報 20 回

・パンフレット、チラシの配布 101,500 部

・街頭での広報活動 116 回

・地域で開催されるイベントでのＰＲ 36 回

２ 森づくりのための人材養成及び県民の直接参加による森づくり（79,240千円）

森林ボランティア等の人材養成、森林活動体験行事の開催、森づくりサポートセン

ター設置、企業等による森づくりなど、県民参加の森づくり活動を推進しました。

・森づくり指導者の養成 268 人

・植樹、保育のつどい等の開催支援 392回 15,794 人

・森づくりサポートセンターの設立支援 1 団体

・企業と市町村との森林保全協定の締結 12 企業･団体

・二酸化炭素森林吸収評価認証書の交付 23 企業･団体

・みどりの大会の開催 5 回 2,300人

県民税充当額合計 2,793,962千円

街頭でのＰＲ

保育のつどい
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第２ おかやま森づくり県民税事業の導入効果（平成１６年度～平成２５年度）

おかやま森づくり県民税が導入された平成１６年度から１０年が経過しため、主な事

業について、これまでの１０年間の実績について、数量的、質的に検証・評価を行いま

した。

１ 森林の持つ公益的機能を高める森づくり

（１）健全な人工林の整備

ア 間伐の促進

間伐は、森林を整備する上で最も重要な課題となっており、著しく間伐が遅

れている奥地林や放置林などの間伐を促進するとともに、収入のない切捨間伐

に限定して、国の造林補助事業に県民税を充当し、間伐を加速化しました。

スギ・ヒノキ人工林の齢級別構成をみると、これまで１０年間の間伐対象森

林面積は５齢級から11齢級までの１１５，５００ｈａありました。県では５年

ごとに間伐計画を作成し、緊急に間伐が必要な森林に対する間伐を推進し、平

成１６年度から２５年度まで１０年間の間伐計画面積６５，９５０ｈａに対す

る間伐実施面積は、６７，３９０ｈａと目標を達成しました。このうち、県民

税を活用して、全体の３０％に相当する１９，９９９ｈａを実施しています。

県民税事業により、著しく間伐が遅れた森林を解消し、国庫補助と連携して

間伐を加速化することによって、公益的機能の早期回復を図ることができまし

た。

・奥地林等の切捨間伐 7,255ha

・管理放棄地の切捨間伐 3,420ha

・造林補助事業（切捨間伐のみ県民税を充当） 9,324ha 計 19,999ha
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（平成24年３月現在）

スギ・ヒノキ人工林の齢級構成

これまで10年間の間伐対象森林１１５，５００ｈａ

年  度 Ｈ１６～２０ Ｈ２１～Ｈ２５ 計
間伐計画面積 36,550 29,400 65,950
間伐実施面積 33,514 33,876 67,390

うち県民税関係 5,501 14,498 19,999
　　　　　割合(％)  16.4 42.8 29.7

ここ１０年間の間伐実施状況
（単位：ha）
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【評価】

○著しく間伐が遅れた森林を解消

○国庫補助と連携して間伐を加速化し、公益的機能の早期回復を促進

イ 風倒木被害地の復旧

平成１６年台風第２３号による風倒木被害地の復旧についても県民税を活用

しました。被害面積５，４８３ｈａのうち、国の森林災害復旧事業と連携して

２，２７１ｈａの被害木整理や跡地造林を実施したほか、風倒木危険箇所６６

ｈａについて、二次災害防止施業を実施しています。

県民税事業により、風倒木被害地の早期復旧が図られ、豪雨等による風倒木の

流出に伴う二次災害を未然に防止することができました。

風倒木の片付け

広葉樹の植栽

発生直後（公益的機能が一気に低下） 整備完了後（公益的機能の発揮に期待）

【評価】

○風倒木被害地の早期復旧を実現

○豪雨等による風倒木流出に伴う二次災害を未然防止

（２）多様な森づくり（松くい虫被害林の再生）

松くい虫の被害を受けた森林では、枯損したマツが放置されるケースが多く、

林内への立ち入りが難しいばかりか、高木性の樹木の再生が遅れています。この

ため、県民税を活用して、集落周辺の松くい虫被害地を中心に、立ち枯れた被害

木等約７千㎥の伐倒・整理や、被害林５０９haにおける不用木の除去等により、

林内の安全の確保や、自然力を活かした広葉樹等への更新を促進させるとともに、

道路沿いや人家裏で倒木の危険性がある松くい虫被害木約１万３千㎥を除去する

ことにより、地域住民の安全を確保することができました。

・松くい虫被害木の除去 6,960㎥

・松くい虫被害林の整備 509ha

・道路沿い等の危険木の除去 12,849㎥
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【評価】

○松くい虫被害地を自然力を活かして広葉樹林等へ再生

○人家裏等での松くい虫被害木除去による地域住民の安全性を確保

２ 担い手の確保と木材の利用促進

（１）担い手の確保

県内の森林整備を担う認定事業体が行う、現場研修や就労環境改善を支援し、

新規就業者の定着を促進するとともに、林業に必要な専門的知識・技能を有する

優秀な人材を育成するための専門研修を実施しました。

新規就業者の現場研修経費の助成を１７１人に行い、安全作業装備・器具等の

助成を延べ９１事業体、１，４６０人に行いました。また、優れた知識と技能を

有する林業作業士を２９人養成しました。

こうした取組により、認定事業体における３９歳以下の若い担い手の割合が、平

成１５年度の１８％から２５年度には３７％にまで増加しました。

道路沿線の危険な被害木
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平成１５年度（雇用者数５０３名）
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22%

平成２５年度（雇用者数４６４名）

認定事業体雇用者の年齢構成の推移

また、県内の高性能林業機械の導入台数は、１５年度の６１台から２４年度１８３

台へと飛躍的に増加しており、これらの機械を操作できる高度な技術者を育成しま

した。

県民税事業により、これまでの１０年間に支援した１７１人のうち、８７人が現

在でも担い手として活躍しています。

・新規就業者の現場研修経費の助成 実 171人（延べ576人 延べ164事業体）

・安全作業装備・器具等の導入支援 延べ 91事業体（延べ1,460人）

・知識と技能を有する林業作業士の養成 実 29人

※ 39歳以下の割合が18％から37％に増加

【認定事業体】

「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき、雇用管理の改善と事業の合理化

についての計画を作成し、知事の認定を受けた林業事業体(平成25年度末現在 38事業体)。

【評価】

○若い担い手の割合が増加

○これまで10年間に支援した171人のうち87人(51％)が担い手として活躍

現場研修

高性能林業機械の操作技能研修

61
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岡山県における高性能林業機械の導入状況
台数
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（２）木材の利用促進

多くの県民が利用する公共施設や学校、福祉施設等における内外装の木質化や、

木製用具の導入などを支援し、県産材の需要を拡大に努めるとともに、整備した施

設の利用者４万６千人（アンケート調査結果）に対し、県産材を使った快適な生活

環境を提供しました。

県産材製のベンチを２７０箇所に設置し、多くの県民が利用する公共施設や福祉

施設等の床壁等の整備を１７８箇所で行うなど、合計504箇所の公共施設等におけ

る県産材利用を支援したほか、１６４校の小学校に対し、４，５４７組の県産材製

の学習机・椅子を導入しました。

・県産材製ベンチの設置 270箇所

・県産材を使用したまちづくりへの支援 41箇所

・県産材による公共施設や福祉施設等の床壁等の整備 178箇所

・高校生の提案による県産材を利用した居室整備 15箇所

【公共施設等（504箇所）の内訳】

・公共施設、文教施設（学校、保育園等） 430施設

・社会福祉施設（特別養護老人ホーム等） 19施設

・集会コミュニティー施設（集会所､公民館等） 10施設

・観光レクリエーション施設（公園等） 22施設

・その他（商店街等） 23施設

・小学校への県産材製学習机・椅子の導入 164校 4,547組

・治山事業等公共事業への活用 67箇所

県産木材利用量 計 2,083㎥

平成２１年度から２４年度に施設整備を行った事業主体へのアンケート調査結果

では「木の温かみやぬくもりが感じられる」、「施設全体のイメージが良くなった」

などの意見が多く寄せられ、全体の９６％が「木材の利用を広く薦めたい」と回答

しています。

県産材製ベンチの設置

県産材製の机・椅子

○県産材による整備施設へのアンケート調査結果

（※H21～24における整備施設（89施設）を対象に調査、回答施設 68施設）

【利用者の感想】

・木の香りが自然で、心が癒される。

・落ち着いた雰囲気で、ゆったりと
した気持ちで過ごせる。

・部屋が明るくなったようで、気分
も明るくなる。施設利用者の笑顔
が多くなった。

・小さな子どもを連れてくるのに、

居心地が良くのんびりできる。

・評判がとても良く、施設の見学に
来られた方もほめてくれる。

※全体の９６％が「木材の利用を広く薦めたい」と回答（別設問）

Ｑ 県産材を使った施設整備を行って良かった点は何か？

31%
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5%
4%
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木の温かみやぬくもり
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利用者の健康面が改善
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てることに繋がる

施設全体のイメージが

良くなった

その他

29%

13%

10%2%6%

27%

13%

集会・観光レク施設文教・社会福祉施設

１５施設５３施設
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県民税事業により、間伐材約７万本に相当する約２千㎥の県産木材製品が利用さ

れ、民間への波及効果が期待されること、森林・林業の大切さや木材利用の良さを

４万６千人にＰＲできました。

なお、平成２４年及び平成２５年の木材需要報告書（農林水産省）では、岡山県

のヒノキ素材生産量が日本一になっています。

【評価】

○間伐材約７万本に相当する県産木材製品(2,083㎥)を利用

民間への波及効果を期待

○森林・林業の大切さや、木材利用の良さを４万６千人にＰＲ

○ヒノキの素材生産量日本一の実現（H24：19.9万㎥、H25：22.2万㎥）

３ 森林・林業に関する情報提供と森づくり活動の推進

（１）県民への情報提供等

森林の働きや林業の役割、おかやま森づくり県民税を活用した取組等について、

新聞による広報を６１回、街頭での広報活動を２２０回実施するなど、様々な広報

活動によって、県民に情報を発信しました。

・新聞による広報 61回

・街頭での広報活動 220回

・シンポジウムの開催 4回(参加者1,171人）

（２）森づくりのための人材養成、県民参加の森づくり

森林ボランティアグループや地域住民、企業等による森づくり活動への支援、

森づくり指導者の育成を通じて、県民参加による森づくりを推進しました。保育

のつどい等の行事をこの１０年間で７９４回実施し、延べ約４万４千人の県民等

が参加しました。また、平成２４年度には「おかやま森づくりサポートセンター」

が森林ボランティア団体によって設立されるなど、県民税事業により、県民や企

業等による自主的な森林ボランティア活動が各地域で活発化しており、県民参加の

森づくりを通じて、森林・林業の大切さなどへの理解を醸成することができました。

・森づくり指導者の育成 延べ402人

・保育のつどい等の開催 794回（延べ43,719人)

・企業と市町村等との森林保全協定締結 19企業･団体

・森づくりサポートセンターの設立支援 1団体

【評価】

○県民や企業等による自主的な森林ボランティア活動が各地域で活発化

○県民参加の森づくりを通じて、森林や林業の大切さなどの理解を醸成

保育のつどい

街頭でのＰＲ
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なお、平成２４年８月に開催された「森林・林業を考えるシンポジウム」の参加

者を対象としたアンケート調査結果によると、比較的、森林・林業に関心の高い参

加者であっても、２５％の方が森づくり県民税の使途をよく知らないと回答してお

り、より一層の周知が必要と考えられます。

また、森づくり県民税の継続については、全体の９１％の方が賛成しています。

◆森林の現状や森づくり県民税に関するアンケート調査

「森林・林業を考えるシンポジウム（平成24年8月開催）」参加者を対象として、森林の

現状や森づくり県民税に関するアンケート調査を次のとおり実施しました。（対象者600

人うち回答者251人）。

森づくり県民税の使途について 森づくり県民税の継続について

全体の２５％（県南29%、県北16%）が 全体の９１％（県南89%、県北95%）が

県民税の使途についてよく知らなかった 継続に賛成していた

よく知ってい

た

27%

だいたい知っ

ていた

48%

ほとんど知ら

なかった

16%

全く知らな

かった

9%

賛成
79%

どちらか

といえば

賛成
12%

どちらかと

いえば反

対
1%

反対
1%

わからない
7%
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第３ おかやま森づくり県民税の税制度と税収等の状況

おかやま森づくり県民税は、森林保全を目的とする税制度ですが、課税方式として県

民税均等割超過課税を採用したことから、毎年安定した税収が得られる一方で、税の性

格が普通税であることから、税収の使途を限定するため、一旦基金に積み立てた上で森

林保全に係る事業に充当する仕組みとなっています。

税制度の創設時及び前回の見直し時の検討経緯、導入後の税収等の推移、全国の状況

など税制を取り巻く状況変化について整理しました。

１ 税制度

（１）課税方式

・県民税均等割（普通税）の超過課税

おかやま森づくり県民税を創設するに当たっては、①水道・井戸水定額課税方式

（法定外目的税）、②県民税均等割超過課税方式（普通税）、③県民税同時課税方

式（法定外目的税）の３つの課税方式を検討しましたが、薄く広く県民に負担を求

めていくという点で公平であること、徴税コストや低所得者への配慮という点にお

いて優れていること、既存の制度を活用することにより賦課徴収にあたる市町村の

事務負担を最小限に抑制することが可能となることを高く評価して、②県民税均等

割超過課税方式（普通税）とすることが最も妥当であると提言されました。

これを受けて、都道府県としては高知県に次いで全国で２番目に、同方式による

税制度を平成１６年度から導入しました。また、平成２０年度の見直しにおいても、

課税方式を変更する必要はないと提言されました。

導入から１０年経過した現時点においては、森林整備を目的とする都道府県の独

自税制として県民税の超過課税を行っている県が３５あり、このうち ３３県が岡

山県と同様の方式（個人は定額、法人は均等割額に対する割合）を採用しており、

本県の課税方式は全国的に普遍性のあるものとなっています（参照：資料編 森林

整備にかかる都道府県の独自課税の状況）。

（２）税率

個人 ・５００円／年

法人 ・均等割額の５％相当額

【法人の資本金等別の税率】

資本金等の金額の区分 標準税率(年額) おかやま森づくり県民税の税率(年額)

５０億円超 ８００,０００円 ４０,０００円

１０億円超～５０億円以下 ５４０,０００円 ２７,０００円

１ 億円超～１０億円以下 １３０,０００円 ６,５００円

１千万円超～ １ 億円以下 ５０,０００円 ２,５００円

１千万円以下 ２０,０００円 １,０００円

森づくり県民税の創設時においては、全体の税収規模、当初案の水準、アンケー

ト結果、法人の社会的役割、現行の県民税均等割の仕組み、森林の状況等を考慮し

て検討した結果、個人については超過額を定額の５００円、法人については超過税

率を均等割額の５％が適当としました。また、平成２０年度の見直しにおいても、

当該税率を変更する必要はないとしました。

現在、森林の保全を政策目的とする超過課税を行っている３５県のうち、本県と

同様、個人について５００円、法人について均等割額の５％を税率としている県が

１８あり、全国的にみても本県の税率は標準的なものとなっています。
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（３）課税期間

・５年間

超過課税は一定の政策目的を達成するために必要な場合に県民に負担を求める手

段とされていることから、一定の課税期間を定める必要があると考えられます。こ

のため、森づくり県民税の創設に当たっては、超過課税の実施期間を５年間とし、

政策税制としての導入効果を検証した上で、制度の見直しを検討するよう提言され、

超過課税の実施を定めた特例条例の施行期間は５年間としました。

また、平成２０年度の見直しにおいては、導入後の事業実績や、当時の社会情勢

も踏まえて使途の検討を行い、その中で、最も主要な施策である間伐事業の実施期

間を一つの目安として課税を行うべきであるとされました。その上で、間伐事業が

「地球温暖化防止等間伐推進５カ年計画」を基に実施されるものであることを踏ま

え、課税期間を前回と同様の５年間とすることが適当と提言され、さらに５年間延

長しました。

（４）納税義務者

・県内に住所等を有する個人

・県内に事務所・事業所等を有する法人

（５）仕組み

給与所得者 年金所得者 個人事業者等 法 人

給与から引き去り 年金から引き去り 納税通知書で納税 申告納付

事 業 主 日本年金機構など

（年金保険者）

納入 納入

振込み

市 町 村 県

(充当)

各種森林保全事業（主な使途）

①森林の持つ公益的機能を高める森づくり おかやま森づくり県民基金

②担い手の確保と木材の利用促進

③森林・林業情報の提供と森づくり活動の推進
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２ 税収の推移

森づくり県民税の税収は、個人県民税について非課税措置が縮小されたことや法

人県民税について課税期間内に事業年度が始まる対象法人が増加したことにより導

入当初から年を追って徐々に増収となっていましたが、それらの影響がなくなった

平成１９年度以降は概ね横ばいで推移しています。

（単位：千円）

年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

個人 331,722 362,955 424,786 447,720 449,183 450,427 439,892 443,103 445,565 448,822

税収 法人 19,872 108,694 115,418 116,016 115,777 111,795 113,722 113,745 113,022 114,763

計 351,594 471,649 540,204 563,736 564,960 562,222 553,614 556,848 558,587 563,585

前年度比 － 134.1% 114.5% 104.4% 100.2% 99.5% 98.5% 100.6% 100.3% 100.9%

３ 基金積立額等の推移

超過課税により得られた税収は、森林の保全に要する費用に限定して充てることを明

らかにすることを目的として、税収を一旦「おかやま森づくり県民基金」に積み立てた

上で、必要な事業に要する費用に充当されています。

（単位：千円）

区分 年度 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

基金積立額 309,131 445,595 507,827 547,725 573,452 561,285 585,222 560,170 556,752 559,891

事業充当額 271,002 411,639 507,885 532,410 517,070 520,793 490,834 552,310 608,450 653,577

基金残高 38,129 72,113 72,447 88,795 146,404 187,380 282,224 290,670 239,562 146,287
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○岡山県の森林・林業の現状と課題

おかやま森づくり県民税事業の導入効果を踏まえ、岡山県の森林・林業の現状と課題

を整理しました。

１ 森林資源

岡山県の森林面積は４８万４千ｈａと、県土の約７割を占めており、水源のかん

養、県土の保全などの多面的機能の発揮を通じて、県民生活に大きく貢献していま

す。

このうち９２％は民有林となっており、全国（６９％）と比べ、民有林における

森林の整備が大変重要となっています。

（１）森林分布図

（２）国有林・民有林別森林面積

（注)全国は平成24年3月31日現在。岡山県は平成25年3月31日現在。（林政課資料）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

岡山

全国

37,379 
8%

7,674
31%

446,356 
92%

17,407  
69%

国有林 民有林

25,081 計 千ha

483,735 計 ha
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齢 級

（３）民有林における人工林・天然林別面積

民有林面積４４万６千haのうち、３９％に相当する１７万６千ｈａが人工林です。

（注)全国は平成24年3月31日現在。岡山県は平成25年3月31日現在。（林政課資料）

（４）民有林における人工林の樹種別面積

人工林の樹種別面積をみると、全国ではスギが４７％を占めるのに対し、本県で

はヒノキが６８％、スギが２１％となっており、ヒノキ材の生産地として全国的に

知られています。

（注)全国は平成24年3月31日現在。岡山県は平成25年3月31日現在。（林政課資料）

（５）人工林の齢級別面積構成

民有林の人工林は、３齢級(１５年生以下)の若齢人工林が極端に少なく、７～

１２齢級(３１～６０年生)に偏っています。特に、生育途上にある４～９齢級（

１６～４５年生)のスギ、ヒノキ人工林の適切な間伐の実施が大きな課題となってい

ます。

(注)「齢級」とは、５年を一括りに林齢1～5年生を１齢級、6～10年生を２齢級、以下３齢級、４齢級と称する。（林政課資料）
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（６）松くい虫被害状況の推移 ［岡山県］

近年の松くい虫被害は減少傾向にありますが、保安林等公益的な機能が高く、松

林として保全すべき区域を守るためには、周辺松林からの感染防止・樹種転換等を

図るとともに、荒廃した松くい虫被害跡地の再生を進めることが課題となっていま

す。

（林政課資料）

（７）ナラ枯れ被害状況の推移

本県のナラ枯れ被害は、２１年度に鳥取県との県境付近で初めて発生し、今後の

急速な被害拡大が懸念されています。

※ナラ枯れ： カシノナガキクイムシがナラ・カシ類等の幹に穿入し、体に付着した「ナラ菌」を樹木内に

多量に持ち込むことにより発生する、樹木の伝染病である。

被害数量：千㎥、（被害本数）：本

区 分 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

0.1 0.1 0.2 0.2 0.1
岡山県 － － － －

( 3) ( 81) (272) (354) (164)

鳥取県 0.3 1.2 1.3 1.8 3.0 6.3 3.5 1.6 1.9

島根県 － 0.4 0.7 1.1 2.3 8.4 3.9 2.1 2.2

広島県 － － 0.0 0.0 0.2 2.4 0.9 0.7 0.8

山口県 － － 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

（林政課資料）

（８）里山林の状況

居住地近くに広がり、かつては、薪や落葉の採取など、日常生活に密接な関わり

のあった里山林は、生活様式の変化等から利用されなくなり、林内の過密化や竹林の

拡大、土砂の流出等による荒廃、有害鳥獣の生息、ダニ媒介の感染症等の問題が顕在

化しつつあります。こうした中、森林ボランティアグループや地域住民による不用木

の伐採や竹林整備など、里山林再生への関心が高まってきています。

里山林整備活動の内容

活動内容 不用木伐採 竹林整備 間伐･枝打ち 植樹･下刈り その他

割 合 ５８％ ２７％ ８％ ４６％ ６９％

（団体数） （１５） （ ７） （ ２） （１２） （１８）

※県内森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ26団体を対象に調査（複数回答可）。

※その他とは、自然観察会や炭焼きなど、森の恵みを楽しむことができる取組。
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２ 林業労働力

（１）林業就業者の推移 ［岡山県］

国勢調査による林業就業者数は、一貫して減少傾向で推移してきましたが、平成１７

年から平成２２年までの５年間では４４％増加し、特に３９歳以下の若年者率も１７

％から２７％と１０ポイント増加しています。

資料：総務省「国勢調査」

（２）森林組合雇用労働者（事務員を除く）の推移 ［岡山県］

森林整備の主な担い手である森林組合の雇用労働者は、長期的に減少が続いてお

り、平成２４年は１１組合で３５８名となっています。

資料：林野庁、岡山県組合指導課

（３）認定事業体の推移 ［岡山県］

雇用管理の改善や事業の合理化に取り組もうとする、意欲ある林業事業体の数は

年々増加し、平成２５年度末現在で３９事業体となっています（森林組合数の減少

は広域合併によるもので、全組合が認定されています）。

（林政課資料）
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（４）産業別労働災害の状況（度数率） ［全国］

林業労働災害の発生件数は、近年減少傾向にありますが、災害の発生頻度では、

他産業に比べて格段に高い状況にあります。

資料：厚生労働省「労働災害動向調査」

３ 木材需給量の推移

（１）全国

我が国の木材需給量は、平成８年以降減少傾向にあります。木材自給率について

も、国産材供給の減少と外材輸入の増加により低下を続け、平成１１年以降は２０

％を下回っていましたが、平成１７年には２０％台に回復、平成２４年には２７.９

％となっています。

資料：林野庁「木材需給表」

（２）岡山県

本県の木材需給量をみると、約９８％を国産材が占めており、全国有数の国産材

加工県となっています。

資料：農林水産省「木材統計」
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４ 木材価格の推移

（１）素材価格の推移 ［全国及び岡山県］

スギ・ヒノキの素材（丸太）価格は、昭和５５年をピークとして長期低落傾向に

あります。森づくり県民税が創設された平成１６年以降も更に低下が続いており、

平成２５年の価格はスギ、ヒノキともピーク時の約３割にまで落ち込んでいます。

（注）中丸太：径14～22cm、長3.65～4.0m 資料：農林水産省「木材需給報告書」

５ 林業経営

（１）林業生産を取り巻く諸因子の変化（昭和５５年と平成２２年の比較）

賃金や苗木代は上昇する一方、山元立木価格や丸太価格は著しく下落しており、

こうした林業採算性の悪化が、森林の適切な管理を阻害する原因となっています。

（注）昭和55年(1980)を100としたときの平成22年(2010)の指数 （資料：林野庁業務資料ほか）
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６ 県民参加の森づくり

（１）森林ボランティアグループ数の推移 ［岡山県］

これまで県民参加の森づくり運動を推進してきた結果、県内各地域で森林保全活

動に自主的に取り組むボランティアグループや企業等が年々増加しており、平成

２５年には１０４の団体・企業が活動しています。

（林政課資料）

（２）森づくりサポートセンターの設置

県民参加の森づくりの一層の推進を図るため、平成２４年６月に設立され、森林ボ

ランティアグループ等の自主的な森林整備等の活動を支援しています。

区 分 内 容

組 織 名 おかやま森づくりサポートセンター

構成団体 森林ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｸﾞﾙｰﾌﾟ、森林組合、林業研究ｸﾞﾙｰﾌﾟの４１団体（Ｈ26.3月現在）

○植樹・保育のつどい等の開催

○森づくりサポートセンターの登録・派遣

業務内容 ○森づくり活動に関する情報の提供

○森林ボランティアグループの交流促進

○森林活動の相談窓口、資機材の貸出
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○これからの「おかやま森づくり県民税」

第１ おかやま森づくり県民税の必要性

県土の約７０％を占める森林は、水源のかん養や県土の保全など、県民の生活に欠

くことのできない公益的機能を有しています。しかしながら、本県の森林を守り育て

てきた林業は、木材価格の長期低迷などにより経済的に成り立ちにくく、スギやヒノ

キの人工林は、間伐など必要な手入れが行き届かない状況にあります。また、松くい

虫やナラ枯れの被害を受けた森林や、生活様式の変化等から利用されずに放置された

居住地近くの森林においても、その大切な機能が十分に発揮されない状況にあります。

一方、人々の意識は、快適で安心できる暮らしや、心の豊かさを重視するようになり、

快適環境の形成、保健・レクリエーションの場の提供など、森林の持つ多面的な機能の

発揮に対する県民の期待は一層高まっています。

森づくり県民税は、森林の健全性を確保し、より良い姿で未来へと引き継ぐため、

こうした森林の恩恵を公平に受けるすべての県民の理解と協力を求め、県民が一体と

なって本県の森林を支えていく取組を推進することを目的として、平成16年度に導入

したもので、これを貴重な財源として、国の補助事業等と連携しながら、本県の森林

保全に欠かせない各種施策に活用し、成果を上げてきました。

こうした経緯や、森づくり県民税事業のこれまでの成果、本県の森林・林業における

現状と課題を踏まえ、今後の森づくり県民税の必要性について次のとおり整理しました。

１ 公益的機能を高める森づくり

（１）健全な人工林の整備

これまでの森づくり県民税事業の実施により、著しく間伐の遅れた奥地林や放置

林の解消を図るとともに、国庫補助事業と連携して間伐事業を加速化させ、森林の

持つ公益的機能の早期回復に努めてきました。しかしながら、人工林の齢級構成を

見ると、16～45年生の間伐対象森林がまだ多く残されており、県の間伐推進計画を

着実に達成していくためにも、間伐が進みにくい施業集約化困難地等における継続

的な支援が必要です。

また、本県のヒノキ等人工林資源は次第に充実してきているものの、１５年生以

下の若齢人工林が極端に少なくなっており、林業経営を持続するためには、「伐っ

て（使って）・植えて・育てる」という「林業のサイクル」を循環させることによ

り、適切に再造林を行い、齢級構成の平準化・若返り化を図る必要があります。

そして、社会問題となっているスギ林の成熟に伴う花粉の大量発生に対処するた

めにも、少花粉スギ苗木等による再造林に取り組む必要があります。

（２）多様な森づくり

これまで、集落周辺の松くい虫被害地において、枯損した被害木等を伐倒・整理

することにより、林内の安全性を確保し、広葉樹等への更新を促進するとともに、

道路沿線等で倒木の恐れのある被害木を除去することで、危険箇所の解消に努めて

きました。しかしながら、松くい虫被害は依然として広範囲にわたっており、引き
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続き、松くい虫被害林の健全化を進める必要があります。

一方、県北地域では、ブナ科の樹木が集団枯損するという「ナラ枯れ」被害の拡

大が懸念されており、被害の拡大を防止するとともに、被害を受けやすい高齢の大

径木の有効利用が求められています。

さらに、森林所有者が管理を放棄した里山林は、薄暗く荒廃し、有害鳥獣の生息

場所になるなど快適な生活環境が失われています。また、近年の短時間強雨により、

県中南部の天然林において土砂災害が多発しています。このため、災害の発生を防

ぎ、安全で快適な生活環境を確保するとともに、人家・農地等周辺の森林における

有害野生鳥獣の生息域拡大を防ぐためには、居住地周辺の身近な森林の整備にも力

を入れていく必要があります。

２ 担い手の確保と木材の利用促進

（１）優れた担い手の育成・強化

認定事業体が行う職場内研修や安全作業装備等の導入による就労環境の改善等を

支援した結果、新規就業者１００人が定着し、若い担い手の育成を図ってきました。

生産性の高い魅力ある林業を実現し、森林の整備を一層推進するためには、引き

続き、若者の林業への参入を促進し、低コスト作業システムなど専門的な技術力を

有する優れた技術者を育成するとともに、地域林業の中核を担う林業事業体（森林

組合と民間事業体）への支援を強化する必要があります。

（２）木材の利用促進

多くの県民が利用する公共施設等や学校、福祉施設等の木質化や木製用具の導入

等を支援し、県産材の利用を促進するとともに、快適な生活空間を提供してきまし

た。

整備を行った多くの施設関係者が「木材の利用を広く薦めたい」と考えており、

他の施設や利用者への波及効果が期待されています。

森林資源が次第に充実しつつある中、林業経営の持続を通じた森林の適正な整備

を促進するには、県産材の需要拡大が重要であり、公共施設等への県産材利用を更

に推進するとともに、本県のヒノキの優れた材質や県内木材加工企業の技術を活か

した県産材の国内外への販路拡大を促進する必要があります。

３ 各種情報の提供と森づくり活動の推進

（１）県民への情報提供

シンポジウムの開催や新聞等での広報、街頭ＰＲなどにより、森林や林業、県民

税等に関する情報を発信してきましたが、さらに、県民全体でおかやまの森林を守

り育てるという意識を高めるため、引き続き、森林の働きや林業の役割の重要性や、

県民税の使途について、広く周知を図る必要があります。

このためにも、県ホームページを通じた情報発信、映像等による新教材や法人向

け広報資料の作成等、広報・情報発信手段の多様化と充実を図るとともに、県民税

事業の実施者が行う現場からの情報発信を促進するなど、効果的なＰＲ等の実施に

努める必要があります。



- 23 -

（２）森づくり活動の推進

地域の里山林等を整備する森林ボランティアグループや企業による森づくり活動

への支援、指導者の養成等を行ってきた結果、県民等による森づくり活動が各地域

で活発となり、森林ボランティアグループ等で構成される「おかやま森づくりサポー

トセンター｣の設立を支援しました。

今後、森づくり活動を発展させるためには、サポートセンターを拠点とした森林

ボランティアグループによる自主的な活動を促進することが重要であり、企業等の

森づくり活動への参画や、学校・社会教育等における森林・自然を活用した体験学

習への支援を拡充していく必要があります。

以上のとおり、引き続き、県民の森林に対する多様な要請に応えるためには、本県の

森林保全に関するこうした施策が今後とも必要と考えられ、また、森林の恩恵を受けて

いるすべての県民が一体となった取組として推進していくことが重要であるため、「森

づくり県民税」を平成２６年度以降も貴重な財源として存続させていくこととしました。
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第２ 使途事業の方向性

これまでの事業成果や現状を踏まえ、今後とも、①水源のかん養、県土の保全などの

森林の持つ公益的機能を高める森づくり、②森林整備を推進するための担い手の確保と

木材の利用促進、③森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進という３

つの柱に従いながら、各種の森林の保全に関する事業を実施していくこととしました。

なお、具体的な使途事業については、国庫補助事業等との連携を図りつつ、各地域の

実情を十分踏まえた上で、施策の必要性や緊急性等を勘案して決定します。

〔使途の考え方〕

Ⅰ 水源のかん養、県土保全などの森林の持つ公益的機能を高める森づくり

○ 継続的な間伐等の実施により健全な人工林の整備を推進する。

○ 「伐って（使って）・植えて・育てる」という林業サイクルを循環させ、再造林

による林業経営の持続を図り、併せてスギ花粉対策に取り組む。

○ 松くい虫被害林の健全化や県北地域等でのナラ枯れ被害対策に取り組む。

○ 学校等公共施設や居住地周辺の放置された里山林を整備し、安全で快適な森林

環境を創出するとともに、土砂災害の予防や有害野生鳥獣生息域の拡大防止を図

る。

Ⅱ 森林整備を推進するための担い手の確保と木材の利用促進

○ 生産性の高い魅力ある林業の実現のため、低コスト作業システム等の専門的技

術を持つ優れた担い手の育成を図るとともに、地域林業の中核を担う林業事業体

を重点的に支援する。

○ 県産材の利用促進を通じ、林業経営の持続と森林保全を図るため、公共施設等

に積極的に木材を活用するとともに、本県の木材加工技術と優れたヒノキ材の長

所を生かして、県産材の需要拡大を図る。

Ⅲ 森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進

○ 県民全体でおかやまの森林を育てるという意識を高めるため、森林の働きや林

業の役割の重要性や、森づくり県民税を活用した森林保全事業の取組等について、

様々な広報手段を活用し、広く情報を発信するとともに、学校・社会教育で活用

できる教材を作成する。

○ ｢おかやま森づくりサポートセンター｣の活動促進、森林ボランティアグループ

の育成、企業との協働の森づくりの推進、森林活動リーダーの育成等の取組を通

じて県民による自主的な森づくり活動を推進する。
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【施策ごとの推進方向・具体的施策】

Ⅰ 水源のかん養、県土保全などの森林の持つ公益的機能を高める森づくり

１ 健全な人工林の整備

（１）継続的な間伐等の促進

森林の持つ公益的機能を高めるため、国庫補助の対象とならない間伐等や、作

業道の開設・補修、経営放棄林の切捨間伐、スギ間伐材搬出への助成を行うとと

もに、国の造林補助事業で行う切捨間伐への県民税充当を行ってきましたが、ま

だ多くの間伐対象森林があり、「第８期間伐推進５カ年計画」を着実に実行する

ためにも、継続的な間伐への支援が求められています。

国の造林補助事業では、平成２４年度から採択基準が変わり、搬出間伐を主体

に、一定規模以上への施業集約化が必須となっています。このため、今後の進め

方としては、施業集約化が困難で国庫補助の対象とならない間伐等への助成や、

森林所有者等に対する施業実施の働きかけの強化、未利用間伐材を木質バイオマ

ス資源等として活用するための一時的な保管場所となるストックポイント造成な

どへの助成を重点的に行うとともに、作業道の開設や補修、スギ間伐材搬出経費

の助成、造林補助事業で行う切捨間伐への県民税充当を引き続き行います。

（２）再造林による持続的な林業経営の実現

「伐って（使って）・植えて・育てる」という林業サイクルを循環させ、持続的

な林業経営を実現するため、林業生産に適した人工林では環境に配慮した小面積

皆伐等を実施し、再造林による人工林の若返り化を図り、本県の森林資源を均等

な齢級構成へと誘導します。また、スギ林の成熟に伴う花粉の大量発生への対策

として、少花粉スギ苗木等を使用した再造林を推進するため、採穂園等の整備、

植栽モデル林の設置等により、少花粉スギ苗木等の供給体制を整備します。

なお、新規・拡充施策の実施に必要な予算については、間伐については、より

緊急性の高い事業へと絞り込むとともに、再造林については、国庫補助事業との

連携や、植栽や下刈り作業の省力化・効率化などで対応します。

２ 多様な森づくりと快適な森林環境の創出

（１）放置された里山林等を整備し、安全で快適な森林環境を確保

放置された里山林等においては、松くい虫被害林の健全化、土砂災害の発生防

止、快適な生活環境の確保、野生鳥獣被害の防止、ナラ枯れ被害の拡大防止など

の多くの課題があります。

このため、引き続き、松くい虫被害木や不用木の除去等により、自然力を活か

した跡地更新を促進するほか、ナラ枯れ被害に関しては、被害発生地域で未利用

となっている広葉樹をしいたけ原木として利用を促進するなど、病虫害に強く健

全な天然林へ誘導します。

また、新たな取組として、薄暗く荒廃した居住地周辺の里山林等を整備し、災

害が少なく、開放的で快適な生活環境を創出するとともに、有害野生鳥獣が生息
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する人家・農地等の周辺森林では緩衝帯の整備を行います。また、学校等公共施

設や集落周辺などの重要な森林の荒廃状況や土砂災害の危険性を調査することで

地域住民の安全・安心の確保に努めます。

なお、新規・拡充施策の実施に必要な予算については、各種の事業を、土砂流

出防止や生活環境保全など、直接的な効果の大きい居住地や道路等に近い森林に

対象を絞り込んで実施することにより対応することとします。

（２）地域における課題に対応した多様な森づくり

市町村等からの提案による、地域の実情や課題に対応した取組を支援する「市

町村提案型森づくり事業」を実施してきており、引き続き、市町村等からの提案

による取組を支援します。

Ⅱ 森林整備を推進するための担い手の確保と木材の利用促進

１ 力強い担い手の育成

（１）優れた担い手の育成・強化

林業事業体による新規就業者の職場内研修や、就労条件の改善、安全作業のた

めの装備・器具等導入などの支援を行ってきており、引き続き、就業希望者への

雇用情報の提供、就業に必要な基本的知識・技術習得のための職場内研修等の支

援を行うほか、森林施業、作業道開設、高性能林業機械操作、現場作業の指導・

管理等の専門的な技術研修を拡充することによって、高性能林業機械等によって

高度化する林業生産現場に従事することができる、優れた担い手の育成・強化を

図ります。

（２）地域林業の中核を担う林業事業体への支援

木材価格が著しく低迷する中にあって、林業の収益性を確保し、森林の整備を

促進するためには、現場作業における生産性の向上が不可欠であり、一人ひとり

の担い手の技術力の向上とともに、その集合体である林業事業体の育成・強化が

求められています。

このためには、各事業体における事業実行力や雇用管理能力等の向上を図る必

要があり、今後の進め方として、意欲と実行力を有する林業事業体が行う、施業

の集約化や事業量の安定的確保など事業の合理化に向けた取組や、通年雇用の確

保、社会保険への加入促進等雇用の安定化と福利厚生の改善など雇用条件の改善

に向けた取組に対して、重点的・総合的に支援します。

なお、これらの拡充施策の実施に必要な予算については、新規就業者の確保・

育成を推進する国の「緑の雇用対策」等の事業が充実してきており、この事業と

の連携を図ることにより対応します。

２ 木材の利用促進

（１）公共施設等への木材利用の促進

森林の持つ公益的機能を確保するためには、適切な林業生産活動を通じて、森

林の整備を図ることが最も効率的であり、木材価格が長期的に下落する中で、県
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産材の需要を拡大することが重要な課題となっています。

これまで、公共施設等への県産材による内外装等の整備や小学校への机・椅子

の導入、木造建築や県産木製品の利用等の展示ＰＲ、高校生の提案による、県産

材を活用し、ユニバーサルデザインを取り入れた居室の整備等を支援を行ってき

ました。今後とも、公共建築物等の県産材による木質・木造化の促進を図る必要

があり、教育施設や社会福祉施設等の木造化、内装等の木質化、木製品の導入等

への支援を行うとともに、公共建築物に加え、民間の建物における木材利用の促

進を図るため、集客の見込める民間建築物における県産材を用いた木造･木質化

計画の作成支援を行います。

（２）県産材の需要拡大

年々充実するヒノキ等人工林資源の販路を拡大するため、国内外展示会への出

展や、県産材利用に関する相談等に対応できる県産材サポーター（岡山県木材組

合連合会が実施する専門研修を受講し、認定された工務店関係者、設計士及び木

材流通関係者等）の養成等を支援するとともに、県内の企業や大学等が行う木質

バイオマス利活用技術の実用化等を支援を行ってきており、さらに、材質等に優

れたヒノキの長所と県内木材加工企業の技術を生かした県産材の販路拡大の取組

を強化します。

このため、高品質なヒノキ製材品等の販路開拓支援や、県産材サポーターの活

用を進めるとともに、新たに、県産材製品のモデル実証利用施設や県産材使用工

法の提案・展示等、県産材利用を促進するための普及啓発活動を支援します。ま

た、バイオマス資源の活用促進では、引き続き、県内の企業や大学等が行う木質

バイオマス利活用技術の実用化等を支援します。

Ⅲ 森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進

１ 県民への情報提供

森林の働きや林業の役割、県民税の必要性を広く県民に知らせるため、新聞、ラ

ジオ等による広報、パンフレット等の配布、街頭広報活動、シンポジウムの開催等

の取組を実施してきました。今後、県民全体で岡山の森林を守り育てるという意識

の一層の高揚を図り、これまで以上に県民に認知していただくため、森林の大切さ

に重点を置いた広く親しみやすい周知活動の展開や、広報・情報発信手段の多様化

と充実を図るとともに、県民税事業実施者を通じた情報発信を促進します。

このため、従来のシンポジウムの開催や、新聞・ラジオ等での広報、街頭ＰＲ等

に加え、県ホームページ、パンフレット、法人向けＰＲ資料を充実させるとともに、

森林の働きや林業の役割等を分かりやすく表した映像等の教材を作成し、学校・社

会教育等での活用の促進を図っていきます。

２ 県民参加による森づくり活動の推進

（１）県民参加による森づくり活動の一層の推進

森林ボランティアグループ、地域住民、企業等による県民参加の森づくり活動
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を支援したことにより、平成２４年に「おかやま森づくりサポートセンター」が

設立されました。

森づくり活動の一層の促進を図るためには、自主的な森林ボランティア活動の

発展が重要であり、おかやま森づくりサポートセンターを拠点とした活動の促進、

社会貢献活動の一環として森林保全活動に取り組もうとする企業等の要請への対

応、森林活動を企画・運営できる人材の育成などが求められています。

このため、森づくりサポートセンターによる森林体験活動の開催や情報提供、

資機材の貸出等への支援を強化するとともに、企業等による森づくり活動では、

活動森林等に関する情報提供、活動プランの作成及び市町村等との協定締結の支

援や、二酸化炭素吸収量の県認定による活動促進を図っていきます。また、森林

活動に必要なイベントの企画・運営、森林施業に係る基礎研修や実践研修のほか、

森の恵みを楽しむためのワークショップの開催を通じて、森林ボランティア活動

を担う人材の育成に努めます。

（２）森林・自然を活用した体験学習を促進

森林・自然を活用した体験学習を促進するため、みどりの少年隊及び関係者に

よる交流大会の開催を支援してきましたが、森林の重要性について一層の理解を

深めるため、学校・社会教育等における森林・自然を活用した体験学習への支援

を拡充する必要があります。

このため、みどりの大会の開催など、児童・生徒及び保護者等による身近な里

山林等での活動を引き続き支援するとともに、市町村や森林・林業関係団体等が

企画・実施する都市と山村との交流活動等の取組を促進します。
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第３ 税制度のあり方

１ 課税方式

今回の見直しにおいて税の導入効果を検証された結果、超過課税の目的である森

林の保全について効果を上げており、税の本旨に則った税収の活用が図られているこ

とが認められ、さらに、本県の課税方式が全国的に普遍性のあるものとなっている

ことから、現在の課税方式を変更しないこととしました。

２ 税率

県民税均等割は景気動向に左右されにくい性質を有する税であることから、現行の

税率を継続する場合は、現在の人口や法人数が大きく変動しない限り、今後とも年間

５億５千万円程度の税収を安定的に確保することができるものと見込まれます。

また、最近の税制改正の動向によれば、消費税率引き上げや個人住民税均等割の税

率引き上げなど、県民の税負担の増加することや、県内労働者の賃金がさほど上がっ

ていない現況を踏まえれば、税率を引き上げる状況にはありません。

一方、第２「使途事業の方向性」で述べたように、今後もこれまでと同様に、①水

源のかん養、県土の保全などの森林の持つ公益的機能を高める森づくり、②森林整備

を推進するための担い手の確保と木材の利用促進、③森林・林業に関する各種情報の

提供と森づくり活動の推進という３つの柱に従いながら、各種の事業を実施していく

ことが望ましいことから、これらを確実に実施していくためにはこれまでと同程度の

財源を確保することが必要です。

以上を勘案し、さらに全国的にみると本県の税率は標準的なものとなっている状況

を踏まえ、引き続き、現在の税率を維持することとしました。

３ 課税期間

森林保全を目的とする本税の導入効果を検証するためには、少なくとも数年間にわ

たる使途事業の実績を踏まえる必要があると考えられます。また、今後においても継

続して実施すべき主要な施策である間伐事業は「おかやまの森づくり間伐推進５カ年

計画」に基づき実施されることとなります。こうしたことを踏まえると、平成２６年

度以降の課税期間については、これまでと同様に５年間とすることが適当です。

４ 制度の周知

この税制の本旨は、すべての県民が税を負担することで、岡山県の森林を保全し、

その恵みを県民全体で享受しようというものであり、これを広く県民の皆様に理解を

求めていく必要があります。

そのためには、税がどのように森づくりに使われ、それがどのように県民の皆様に

還元されているかを分かりやすい表現で積極的に情報提供し、周知を図っていく必要

があります。

例えば、税制をＰＲするパンフレットやホームページ等については、税の使途や導

入効果等が県民の視点で分かりやすく伝わるよう改善に努める必要があります。
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また、県産材の需要拡大、県民参加の森づくり活動、森林・自然を活用した体験学

習、里山林等の整備といった県民の皆様にとって身近な使途事業を実施していく中で、

税の成果等を広くアピールするように努める必要があります。

第４ 基金のあり方

おかやま森づくり県民税は、本来は使途が限定されない普通税ですが、森林を保全

するという政策目的に要する財源として導入した税制であることから、その税収が森

林の保全に要する費用に限定して充てられていることを明らかにする必要があり、導

入当初から、「おかやま森づくり県民基金」に税収を一旦積み立てた上で、必要な事

業に要する費用に充当することにより使途を限定してきました。

こうした税制の性格を踏まえ、今後においても税収の使途を限定するための仕組み

が必要となることから、引き続き、「おかやま森づくり県民基金」を活用した制度運

用を図っていくことが適当です。
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（ 資 料 編 ）
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○おかやま森づくり県民税充当事業の実績と成果（平成２１年度～平成２５年度）

平成２１年度から２５年度の５カ年間で、総額約２，７９３,９６２千円の事業費により、
森林保全事業を実施しました。

１ 事業費 （単位：千円）

施 策 の 展 開 方 向
21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 ５カ年計

事 業 名

水源のかん養、地球温暖化防止などの森林の
397,711 371,883 382,563 433,003 484,466 2,069,626

持つ公益的機能を高める森づくり

森林機能強化事業 101,821 102,288 88,622 94,387 105,170 492,287

ＣＯ２吸収源対策緊急間伐事業 138,000 104,190 130,180 138,000 138,000 648,370

造林補助事業（間伐促進） 87,963 87,963 68,208 87,963 87,963 420,060

搬出促進事業 9,586 9,600 9,589 9,591 34,851 73,216

自然力を活かした森林再生事業 31,841 30,652 48,268 77,781 96,434 284,976

被害松林危険箇所解消事業 6,917 10,945 15,937 ※1 33,798

市町村提案型森づくり事業 21,584 24,322 20,897 25,280 22,048 114,131

森林ＧＩＳ活用推進事業 1,924 863 2,787

森林整備を推進するための担い手の確保と 100,968 101,310 148,372 133,477 133,802 617,928
木材の利用促進

森林保全担い手対策事業 44,032 39,413 ※２ 83,445

ニューフォレスター育成支援事業 9,410 12,083 12,665 34,158

ニューフォレスター創造事業 28,828 24,710 29,852 83,390

林業労働安全・安心推進事業 1,613 3,494 3,235 8,341

林業担い手確保・育成対策事業 1,869 ※３ 1,869

おかやまの木でつくる快適環境整備促進事業 18,250 18,250 48,090 37,926 41,939 164,456

木とふれあう快適学習環境づくり事業 27,684 32,168 ※４ 59,851

おかやまの森林資源活用推進事業 1,133 781 1,914

木質バイオマス利用促進事業 800 800

公共建築物等木材利用促進事業 2,887 1,919 2,230 7,036

県産ヒノキ販路拡大等推進事業 12,556 13,277 25,833

バイオマスイノベーション創生事業 45,788 30,885 21,041 97,714

高校生「県産材活用」ＵＤ整備事業 9,869 9,898 9,886 9,904 9,563 49,120

森林・林業に関する各種情報の提供と
22,114 17,641 21,375 25,970 19,309 106,409

森づくり活動の推進

おかやま森づくり情報発信事業 7,016 5,446 5,962 4,570 3,175 26,169

ゆめ･みらい･おかやまの森づくり推進事業(～H23)
13,913 10,824 14,002 19,660 14,373 72,771

県民が育て楽しむ森づくり推進事業(H24～)

みどりの大会開催事業 1,185 1,372 1,411 1,740 1,761 7,469

合 計 520,793 490,833 552,309 592,449 637,577 2,793,962

※1 被害松林危険箇所解消事業はH24年度以降、自然力を活かした森林再生事業に統合して継続
※2 森林保全担い手対策事業はH23以降、ニューフォレスター育成支援事業等に細分化して継続
※3 林業担い手確保・育成対策事業はH24以降、ニューフォレスター育成支援事業に統合して継続
※4 木とふれあう快適学習環境づくり事業はH24以降、おかやまの木でつくる快適環境整備促進事業に統合して継続
（注）四捨五入のため計が合わない場合がある
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２ 事業量等
（１）水源のかん養、地球温暖化防止などの森林の持つ公益的機能を高める森づくり

事業名（事業費） 実 施 内 容 事 業 量

森林機能強化事業 ・奥地林等の切捨間伐等 2,429ha
（ 492,287千円 ） ・森づくり作業道整備 251,850ｍ

ＣＯ２吸収源対策緊急間伐事業 ・森林所有者に代わって行う未整備森林の
（ 648,370千円 ） 切捨間伐 2,819ha

造林補助事業（間伐促進） ・造林補助事業への県民税充当（切捨間伐） 9,324ha
（ 420,060千円 ）

搬出促進事業 ・スギ間伐材の搬出 69,404㎥
（ 73,216千円 ） (間伐面積1,053ha)

自然力を活かした森林再生事業 ・松くい虫過年度被害木等の除去（被害林整備） 509ha
（ 284,976千円 ） ・松くい虫被害発生源の除去(伐倒･薬剤処理) 6,960㎥

・道路沿線や人家裏等の危険な松くい虫
被害木の除去（伐倒・整理） 5,992㎥

・荒廃した里山林の再生 15ha
・ナラ枯れ被害木の駆除・有効利用 2,792㎥

被害松林危険箇所解消事業 ・道路沿線や人家裏等の危険な松くい虫
（ 33,798千円 ）(～H23) 被害木の除去（伐倒・整理） 6,857㎥

市町村提案型森づくり事業 ・松くい虫被害木の除去（伐倒・整理） 2,298㎥
（ 114,131千円 ） ・松くい虫被害予防（薬剤樹幹注入等） 9,808本

・ナラ枯れ被害木の駆除・有効利用 7㎥
・間伐用林業機械の導入助成 17台
・林地残材の搬出助成 10,883ｔ
・市民参加による森づくり活動 延98団体

森林ＧＩＳ活用推進事業 ・森林GIS端末導入・活用研修 6台・1回
（ 2,787千円 ）(H22,23)

計 ２,０６９,６２６千円

（２）森林整備を推進するための担い手の確保と木材の利用促進

事業名（事業費） 実 施 内 容 事 業 量

森林保全担い手対策事業 ・新規就業者の育成 実27人
（ 83,445千円 ）(～H22) （ニューフォレスター育成支援事業） (延183人､延39事業体)

・新規就業者の研修の場の提供 延43箇所、368ha
（ニューフォレスター創造事業） (延 63人)
・安全作業のための装備、器具等の導入 延27事業体

(延455人)
・林業就業者リーダーの養成研修(H22) 実 8人

ニューフォレスター育成支援事業 ・新規就業者の育成 実31人
（ 34,158千円 )(H23～) ・林業就業者リーダーの養成研修(H24～） (延177人､54事業体)

ニューフォレスター創造事業 ・新規就業者の研修の場の提供 延65箇所、489ha
（ 83,390千円 ）(H23～) (延39人)

・林業就業者リーダーの養成研修 実 9人

林業労働安全・安心推進事業 ・安全作業のための装備、器具等の導入 延64事業体
（ 8,341千円 ）(H23～) (延1,005人)

林業担い手確保・育成対策事業 ・林業就業者リーダーの養成研修 実12人
（ 1,869千円 ）(H23)



- 35 -

事業名（事業費） 実 施 内 容 事 業 量

おかやまの木でつくる快適環境 ・小学校への県産材製机・椅子の導入､助成 59校
整備促進事業 ・公共施設の内外装木質化や県産材を利用 (1,522組：33㎥)

（ 164,456千円 ） したまちづくりの助成 154件：534㎥

木とふれあう快適学習環境づくり事業 ・小学校への県産材製机・椅子の導入､助成 105校
（ 59,851千円 ）(～H23) (3,025組：70㎥)

おかやまの森林資源活用推進事業 ・木質バイオマスの利用開発、県産材の安 延2団体
（ 1,914千円 ）(～H22) 定供給体制づくり

木質バイオマス利用促進事業 ・木質ペレットストーブ等の普及展示 1団体
（ 800千円 ）(H22)

公共建築物等木材利用促進事業 ・県産木製品の展示ＰＲ 3回
（ 7,036千円 ）(H23～) ・公共建築物の県産材利用課題検討活動の

助成 4件
・公共建築物の木造化計画作成経費の助成 8件

県産ヒノキ販路拡大等推進事業 ・木材関係団体による県産材製品の販路拡 延2団体
（ 25,833千円 ）(H24～) 大を支援

バイオマスイノベーション創生事業 ・間伐材等の未利用木質系バイオマスの利
（ 97,714千円 ）(H23～) 活用研究・開発を支援 延35件

高校生｢県産材活用｣ＵＤ整備事業 ・高校生の提案による県産木材を利用した 5高校
（ 49,120千円 ） ＵＤに配慮した居室の整備 34㎥

計 ６１７,９２８千円

（３）森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進

事業名（事業費） 実 施 内 容 事 業 量

おかやま森づくり情報発信事業 ・森林･林業を考えるシンポジウムの開催 2回
（ 26,169千円 ） ・新聞による広報 20回

・ホームページへの掲載 通 年
・パンフレット等の作成・配布 101,500部
・街頭での広報活動 延116回
・各種イベント等でのパネル展示 延1,438日
・「おかやま森の名人」による出前講座 26回
・地域で開催されるイベントでのＰＲ 延36回

ゆめ・みらい・おかやまの森づ ・森づくりサポートセンターの設立支援 1団体
くり推進事業(～H23) ・森づくり指導者の育成 延268人
県民が育て楽しむ森づくり推進 ・企業と市町村等との森林保全協定の締結 12企業･団体
事業(H24～) ・二酸化炭素森林吸収評価認証 23件

（ 72,771千円 ） ・植樹のつどい等の開催 392回､延15,794人

みどりの大会開催事業 ・みどりの少年隊が一堂に会する県大会の 5回､延 2,300人
（ 7,469千円 ） 開催

計 １０６,４０９千円

合 計 ２,７９３,９６２千円

（注）事業費は、四捨五入のため計が合わない場合がある。
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１ 健全な人工林の整備

水源のかん養や県土の保全、二酸化炭素の吸収など森林が有する公益的機能を高め

るための間伐等の実施に対して支援を行い、健全な人工林として１４，４９８haが整

備されました。

・奥地林や経営を放棄された森林の切捨間伐(国庫補助対象外) 5,174ha

・スギ間伐材の搬出促進（山土場から市場まで) 69,404㎥(1,053ha)

・簡易な作業道の開設・補修 251,850ｍ

(開設234,275m、補修17,575m)

・国庫補助事業によるスギ・ヒノキ人工林の切捨間伐 9,324ha

【森林の持つ公益的機能を高める間伐作業】

(林内に光が入らず、 (混み合った林内で、 (伐採が終わり、林内に (林内に下草が生え、
表土が流出し、機能 主に形質が不良な木 光が入った森林) 機能が高まった森林)
が低下した森林) を伐採)

【間伐材の有効利用を図るためのスギ材の搬出促進】

(トラックへの積み込み) (トラックによる運搬) (木材市場)

【間伐作業に必要な作業道の開設】

(開設作業) (出来上がった作業道) (木材搬出に利用される作業道)

スギ林の間伐の推進

間伐の推進

間伐材の利用による

地球温暖化防止に貢献

間伐材の利用による

地球温暖化防止に貢献

Ⅰ 水源のかん養、地球温暖化防止などの森林の持つ公益的機能を高める森づくり
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◇間伐とは◇

人工林が良好に生育するように、混み合っている木を抜き伐る作業で、間伐を

実施しない森林では地面に光が届かず草木がなくなり、わずかな降雨により土砂

が流出しやすく、土砂災害の危険が高まります。さらに木が過密になると細く弱々

しくなり、風や雪による倒木被害を受けやすくなります。

◆事業の成果

○間伐が必要な森林の整備

県では、森林のもつ公益的機能の持続的発揮を図るとともに、二酸化炭素の吸収源と

なる森林を積極的に確保するため、平成20年３月に策定した「地球温暖化防止等間伐推

進５カ年計画」及び平成25年３月に策定した「おかやまの森づくり間伐推進５カ年計画」

に基づき、造林補助事業（国庫補助）や森林機能強化事業（県民税事業）などにより間

伐を推進しています。

県民税を活用した間伐実績 単位:ha

間 伐 実 績
区 分

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 計

森 林 機 能 強 化 事 業

CO2吸収源対策緊急間伐事業 1,177 1,036 959 1,057 946 5,174

搬 出 促 進 事 業 (121) (123) (142) (159) (508) (1,053)

造 林 補 助 事 業 2,422 2,333 1,370 1,877 1,323 9,324

計 3,598 3,369 2,329 2,933 2,270 14,498

※四捨五入のため計は合わない。

間伐が必要な森林

30,000ha(H20～H24)

27,000ha(H25～H29)

○効果額などの試算

この事業により間伐を実施し、健全な人工林が増加することにより森林の持つ公益的

機能が高められることになりますが、このうち、代表的な公益的機能について、次のと

おり効果額などを試算しました。

試算方法は、日本学術会議答申「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面

的な機能の評価について」（平成１３年１１月）に準拠しました。

県民税事業により14,498haを解消

（H21～25の実績）

後楽園約1,090個分の面積に相当
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◇二酸化炭素吸収の効果◇

樹木は、大気中の二酸化炭素を吸収して光合成を行い、炭素を有機物として幹や枝

などに蓄え成長する。その森林が適切に手入れされていることが，二酸化炭素の吸収

量を増加させることに直接つながります。

光合成の仕組み(林野庁ＨＰより) 樹木の林齢による二酸化炭素固定量(林野庁ＨＰより)

身近な二酸化炭素排出量と森林（スギ人工林）

の二酸化炭素吸収量(林野庁ＨＰより)

①県民税事業により整備された森林の炭素固定量は、約72千二酸化炭素トン

②約22.4万人が呼吸によって排出する二酸化炭素相当量を吸収

③約3万1千台の自家用自動車が排出する二酸化炭素相当量を吸収

④二酸化炭素を火力発電所の排煙処理施設で処理するとその費用は約4億3千万円

(整備森林の二酸化炭素吸収効果の試算）
・1.35t/ha※１ × 3.67※２ ＝ 4.95t-Co2

・4.95t-Co2 × 14,498ha ＝ 71,765t-Co2

・71,765t-Co2 ÷ 320kg※３ ≒ 22.4万人

・71,765t-Co2 ÷ 2,300kg※４ ≒ 3.1万台

・6,046円/t-Co2※５ × 71,765t-Co2 ≒ 434百万円

※１ 1ha当たりの炭素吸収量

※２ 二酸化炭素の重量に換算係数(C02分子量／C原子量＝44/12)

※３ 人間１人が呼吸により排出する年間二酸化炭素排出量（林野庁ＨＰ）

※４ 自家用車１台の年間二酸化炭素排出量（林野庁ＨＰ）

※５ 火力発電所における二酸化炭素回収コスト（林野公共事業評価単価）
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◇緑のダムの効果◇

健全な森林の土壌はスポンジのように隙間がたくさんある構造になっています。こ

のため、森林に降った雨はすぐに川に流れ込まずに地中にしみこみ、ゆっくりと川に

流れ込むことから、豪雨時の洪水を防いでいます。

浸透能力の違い 貯水や洪水緩和の機能

①県民税事業により整備された森林の貯水量は、約45,683百万㍑

②約42万人が年間使用する生活用水に相当する量を貯水

③千屋ダム(有効貯水量26,200,000㎥)の約1.7基分に相当する量を貯水

④この貯水量を貯水ダムで代替した場合、その費用は約14億8千万円の効果

(整備森林の流域貯水量効果の試算)

・3,151,000㍑※６ × 14,498ha ≒ 45,683百万㍑

・45,683,198,000㍑ ÷ 108,770㍑/人・年※７ ≒ 42.0万人

・102千円/ha※８ × 14,498ha ≒ 1,479百万円

※６ １ha当たり流域貯水量

※７ １人当たり年間使用量(2008年国土交通省水資源部調べ)

※８ 利水ダムで代替えした場合の試算（林野公共事業評価単価）

◇土砂流出防止の効果◇

森林の下層植生や落枝落葉が地表の浸食を抑制するとともに、森林の樹木が根を張

り巡らすことによって土砂の流出や崩壊を防いでいます。

降雨に伴う土砂流出について
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①県民税事業で整備した森林の土砂流出防止量は、約345万㎥

②10ｔダンプトラック約57万4千台分の土砂の流出を防止

③この防止効果を砂防ダムが担うと、その費用は約199億4千万円

(整備森林の土砂流出防止効果の試算)

・238㎥/ha※9 × 14,498ha ＝ 3,450,524㎥

・3,450,524㎥ ÷ 5.3㎥※10 ≒ 65.1万台

・5,780円/㎥※11 × 3,450,524㎥ ≒ 19,944百万円

※９ １ha当たりの浸食防止量

※10 10tダンプトラック土砂運搬量

※11 砂防ダムの建設コストを基に試算（林野公共事業評価単価）

このほかにも、洪水緩和機能、水質浄化機能や保健休養・レクリエーション機能など

評価できるものがありますが、上述の３機能の評価額だけで捉えても、毎年約２１８億

６千万円の効果が将来的に継続されることとなります。
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２ 多様な森づくり

（１）自然力を活かした森林再生事業、被害松林危険箇所解消事業

松くい虫被害等により公益的機能の低下した森林の早期回復を図るため、自然力

を活かした荒廃森林の再生を推進する支援しました。

○美しいアカマツ林の再生

・ 被害林整備 509ha（森林再生)

・ 伐倒・薬剤処理 6,960㎥（伐倒駆除)

・ 伐倒・整理 12,849㎥（被害松林危険箇所解消)

○ナラ枯れ被害の拡大防止

・ ナラ枯れ被害の駆除方法の実証 31㎥ (ナラ枯れ対策実証事業)

・ しいたけ原木搬出促進 2,792㎥（広葉樹利用促進)

○荒廃した里山林の再生

・ 不用木の伐倒・切りすかし等 15ha

【美しいアカマツ林の再生】

○森林再生・伐倒駆除

(自然力を活かして広葉樹
に樹種転換）

(松くい虫被害による荒廃 (松くい虫被害木の伐倒・
で機能が低下した森林) 整理作業)

(薬剤処理で松林を保全)

○被害松林危険箇所解消

(道路沿線や人家裏等の (松くい虫被害木の伐倒・ (危険木を除去し、地域住民

倒木の危険性の高い 撤去作業) の安全安心を確保)

松くい虫被害木)

被害軽微

被害甚大

健全な松林の保全

森林の早期再生

安全安心の確保
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【ナラ枯れ被害の拡大防止】

○被害木の駆除

(ナラ枯れ被害木) (薬剤処理準備作業) (薬剤処理作業)

○広葉樹利用促進

(被害を受ける前の森林) (被害を受けやすい老齢木を伐倒) (しいたけ原木の搬出運搬)

【荒廃した里山林の再生】

(見通しを良くする
(有害鳥獣の隠れがとなっている森林) 緩衝帯整備)

(竹の侵入等で機能が低下している森林) (不用木及び侵入竹の伐倒で再生)

ナラ枯れ被害の拡大防止

鳥獣害の軽減

森林とのふれあい
の場として利用
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（２）市町村提案型森づくり事業

地域の独自性と創意工夫による多様な森づくりを促進するため、市町村等の提案

による地域の実情、課題に対応した森林保全に関する取組を支援しました。

（地域の独自性と創意工夫の視点）

・地域に根ざしたきめ細かい森林整備 ・地域の森林整備に対する意識啓発

（間伐用小型林業機械の導入） （市民参加による森づくり活動）

・地域の大切な森林の保全活動（丁寧な森林病害虫防除対策や被害木活用の模索）

（松くい虫予防薬剤の樹幹注入） （松林の林内整理）

・地域の木質バイオマスの有効利用

（ナラ枯れ被害木の搬出･炭化実証）

（林地残材の搬出助成）

◆事業の成果

・本事業により、既存の事業では実施や採択が困難であった小規模事業やモデル

事業が市町村単位で提案され、地域の実情に応じたきめ細かい森林保全施策が

実施されました。
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◆事業実績

区 分 件数 市町村等 実績概要

間伐用林業機械の導入 ８件 新見市外２団体 グラップル装置等17台導入

松くい虫被害予防 ３８件 倉敷市外６市２町 マツ9,808本の薬剤樹幹注入等

松くい虫被害木の除去 １５件 岡山市外８市２町 被害木2,271㎥の伐倒・整理

ナラ枯れ被害木の駆除・有効利用 １件 鏡野町 被害木7㎥の搬出、炭化実証

林地残材の搬出助成 ３件 新見市 スギ・ヒノキ10,883ｔを加工流通施設へ搬出

市民参加による森づくり活動 ９件 浅口市外１市１町 98団体の活動支援

木質バイオマスの地域内利用実証 １件 津山市 未利用間伐材の集荷から活用に至る課題把握

計 ７５件 岡山市外10市４町２団体

（年度別提案件数）

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 計

間伐用林業機械の導入 ２件 ３件 １件 １件 １件 ８件

松くい虫被害予防 ７件 ６件 ９件 ８件 ８件 ３８件

松くい虫被害木の除去 ２件 ８件 ２件 ３件 １５件

ナラ枯れ被害木の駆除・有効利用 １件 １件

林地残材の搬出助成 １件 １件 １件 ３件

市民参加による森づくり活動 ３件 ３件 ３件 ９件

木質バイオマスの地域内利用実証 １件 １件

計 １１件 １７件 １７件 １６件 １４件 ７５件
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（３）森林ＧＩＳ活用推進事業

森林簿、森林計画図、航空写真等の森林・林業に関するデータを、一元的・継続

的に管理できる森林ＧＩＳシステムの運用を平成22年度から開始しました。

手遅れ林分の解消などの適切な森林管理により、森林のもつ公益的機能の発揮を

図っていくため、間伐等森林施業の団地化・集約化に向けて、本システムの活用・

導入を促進しました。

○平成２２年度

・操作研修会の開催 年２回（延べ６８人受講）

・システムを搭載したパソコンの購入 ６台

○平成２３年度

・操作研修会の開催 年６回（延べ７７人受講）

・ライセンスの追加 ５台

・森林ＧＩＳ導入市町村等のデータ調整 ６団体

◆事業の成果

○ 研修の開催により、森林ＧＩＳの操作方法の習得はもとより、ＧＩＳ画面上で

コンパス測量成果の搭載による森林施業管理や、山腹傾斜毎の色分けによる作業

路網の線形検討が提案され、ＧＩＳ機能の追加による業務の改善を推進していま

す。

○ ライセンスの追加により、使用時の競合が解消され、市町村が策定する「市町

村森林整備計画」や、森林所有者等が策定する「森林経営計画」の樹立指導が、

県の各出先機関で随時行えるようになりました。

○ 森林ＧＩＳ導入市町村等においては、市町村森林整備計画や森林経営計画の策

定を始め、間伐等森林施業の団地化・集約化を促進し、未整備森林の解消など適

切な森林管理を行う施策の提案等が行えることとなり、森林の持つ公益的機能の

高度な発揮が期待されます。

○ 森林所有者や一般県民からの森林資源に関する問い合わせにおいて、迅速かつ

適切な情報検索が可能となり、県民サービスの向上が図られています。

※ＧＩＳとは・・・地理情報システム（Geographic Information System）の略。

コンピュータ上で地図と属地情報を効率良く管理し、編集・検索・分析を行う

システムのことで、科学的調査、土地、施設及び道路などの地理情報の管理、

都市計画などに利用されている。

森林ＧＩＳ操作研修会
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１ 林業労働者の就労条件の整備、若い担い手の育成

森林の適正な整備推進には、担い手の確保が不可欠です。将来の林業を担う林業

就業者の育成及び定着化を図るため、新規に労働者を雇用した林業事業体に対して、

現場研修経費を支援するとともに、県・市町村が管理する森林利用施設を新規就業者

の研修の場として提供し、環境整備等を行いました。

また、安全作業のための装備、器具等の導入助成を行い、林業労働の安全・安心の

向上を図ったほか、林業労働に必要な専門知識と技能を習得させるための研修を開催

し、地域林業の基幹となる優秀な林業作業士を養成しました。

森林保全担い手対策事業
ニューフォレスター育成支援事業、ニューフォレスター創造事業
林業労働安全・安心推進事業、林業就業者リーダー養成研修事業

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 計

林業事業体が実施する
事業体数 21 18 18 19 17 93

新規就業者の現場研修
経費への助成

新規 (15) (12) (12) (12) (7) (実58人)
就業者数 96 87 71 51 55 延360人

県・市町村が管理する
箇 所 数 20 23 21 22 22 108箇所

森林利用施設の環境整
整備面積 193 175 172 152 165 857ha

備等による新規就業者
の研修の場の提供

整備人数
2,345 2,285 2,468 1,927 2,280 11,305人

(のべ数)

安全作業を行うための
事業体数 14 13 20 23 21 91事業体

装備・器具等導入への
助成

導入人数
192 263 362 344 299 1,460人

(のべ数)

林業に必要な専門的知
識と技能を有する優秀 人 数 8 12 5 4 29人
な林業作業士の養成

（ニューフォレスター育成支援事業） （林業就業者リーダー養成研修事業）

Ⅱ 森林整備を推進するための担い手の確保と木材の利用促進
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２ 木材の利用促進

森林の適正な整備と炭素の貯蔵等による地球温暖化防止に貢献するため、県産材・

木質バイオマスの幅広い利活用を促進しました。

（１）おかやまの木でつくる快適環境整備促進事業

公共施設や学校、福祉施設等において、県産木材を使用した床・壁等の内外装や

遊具等の整備を支援した。また、観光地や商店街、身近な広場などの公共的な場所

に、県産木材を使用した案内板やベンチ等を設置する場合など地域住民等による自

主的かつ計画的なまちづくりを支援しました。

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 計

公共施設の床・壁等 件 数 11件 22件 32件 29件 38件 132件
への県産材利用

木材使用量 46㎥ 45㎥ 100㎥ 53㎥ 225㎥ 469㎥

県産材を使用した 件 数 7件 4件 3件 7件 1件 22件
まちづくり

木材使用量 22㎥ 12㎥ 5㎥ 24㎥ 1㎥ 64㎥

（２）おかやまの木でつくる快適環境整備促進事業（木とふれあう快適学習環境づくり事業）

子供や保護者等が木の温もりや香り、肌ざわりなど木の良さを実感できる快適

な学習環境を整備するため、県産木材で製作された学童用の机・椅子を市町村（教

育委員会）の要望等に応じて小学校へ配置しました。

区 分 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 計

小学校への 導入数量 1,500組 1,525組 707組 416組 399組 4,547組
学習机・椅 （学校数） (41校) (64校) (29校) (18校) (12校) (164校)
子の導入

木材使用量 35㎥ 35㎥ 16㎥ 10㎥ 7㎥ 102㎥

※四捨五入のため木材使用量の計は合わない。

（保育所の内装(床)） （小学校の遊具）

（観光案内板） （花壇）
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この学童用の机・椅子は、県産ヒノキで製作されており、導入した小学校では、

木の持つ感覚が学習環境によいと好評です。

（小学校の県産材製学習机・椅子）

（３）公共建築物等木材利用促進事業

公共建築物における木材利用の拡大については、その直接的な効果はもとより、

一般建築物等への波及効果を期待しており、木材利用拡大の公共建築物等の県産材

を活用した木造化計画の作成や県産材利用上の課題協議･検討等を支援しました。

区 分 23年度 24年度 25年度 計

県産木製品､木質バイオマス燃料等の展示ＰＲ １回 １回 １回 ３回

公共建築物の県産材利用課題検討 １件 １件 ２件 ４件

公共建築物の木造化計画作成 ４件 ２件 ２件 ８件

（４）県産ヒノキ販路拡大等推進事業

年々充実してきている県内のヒノキ等人工林資源の需要拡大を図るため、木材関

係団体と連携し、海外の展示・商談会への出展や、県産材の利用相談に応じる県産

材サポーターの養成など、品質・性能に優れた県産材の販路拡大対策を実施しまし
た。

区 分 24年度 25年度 計

中国･韓国での展示･商談会への出展 ２回 ２回 ４回

県産ヒノキを材料とした梁･桁用集成材の試験製造 ２件 ２件 ４件

県産材サポーターの養成 ６０名 ４１名 １０１名

（５）おかやまの森林資源活用推進事業

地域の林業・木材産業界等が行う木質バイオマスの新たな利用開発、生産から加

工・流通に至る県産木材の安定供給体制づくりに向けた検討を支援しました。

区 分 21年度 22年度 計

木質バイオマスの利用開発、県産材の
１団体 １団体 延２団体

安定供給体制づくり
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（６）木質バイオマス利用促進事業

木質バイオマスは、ペレットストーブ、木質材料・木質バイオマス燃料等の木材

に関する普及展示に対し支援しました。

区 分 22年度 計

木質ペレットストーブ等の普及展示 １団体 １団体

木材利用の魅力①
 冬期に学校の教室を採暖する場合、木造は鉄筋コンクリートに比べ、室温と床・壁付近

の温度差が少なく、体感温度が高くなる。

 木材は、柔らかで暖かみのある感触を有するとともに、室内の湿度変化を緩和させ、快
適性を高める等の優れた性質を備えている。

※1：床上1mの気温
※2：採暖後2時間経過時点

出典：早わかり木の学校 （文部科学省）
（橘田紘洋：木造校舎と鉄筋コンクリート造校舎の

比較による学校・校舎内環境の検討・科研費報
告書：1992）

石油ストーブ採暖時の教室周壁面温度

教室 採暖前後
室温※1
（℃）

床（℃） 壁（℃）

木造 前 12.0 12.0 12.5

後※2 18.5 18.0 18.0

ＲＣ造 前 12.0 12.0 10.5

後 22.5 14.5 12.5

測定箇所 校 舎
平均相対湿
度（％）

湿度80％以上
の時間割合
（％）

床付近 木造校舎2階 66.9 3.7

RC造校舎2階 70.0 11.2

１ｍ高さ 木造校舎2階 67.3 11.1

RC造校舎2階 74.1 34.3

梅雨時の教室の湿度環境

出典： 愛知教育大学 橘田紘洋名誉教授
「木のまち・木のいえリレーフォーラムイン松本
（２０１０年１月３０日まつもと文化芸術館）」
パネルディスカッションでの発表から

木材利用の魅力②
 木材床よりコンクリート床で過ごした場合の方が、足下の冷えにより「眠気とだるさ」、「注

意集中の困難さ」を訴える場合が多い。

 木造校舎又は内装を木質化した場合、鉄筋コンクリート造校舎に比べ、冬期のインフル
エンザによる学級閉鎖率が低く、インフルエンザの蔓延が抑制される傾向。

出典： 愛知教育大学 橘田紘洋名誉教授
「木のまち・木のいえリレーフォーラムイン松本（２０１０年１月３０日

まつもと文化芸術館）」パネルディスカッションでの発表から

インフルエンザによる学級閉鎖数

ク
ラ

ス
の

割
合

ク
ラ

ス
の

割
合

低温環境下における床材質の違いによる

自覚症状の比較

眠気とだるさ 注意集中の困難さ 局在した身体違和感

訴え率
（％） 木材床

コンクリート床

出典： 早わかり木の学校 （文部科学省）
（天野敦子：木造校舎の教育環境、住木センター、
P41：2004）

学級閉鎖数

90年調査
学級閉鎖数

93年調査
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（７）バイオマスイノベーション創出事業

未利用間伐材や製材端材等の県内に豊富に存在する木質バイオマスの多角的な

利用を促進して需要を掘り起こし、木材用途を住宅・建築分野以外にも日用品や

工業製品等に広く展開するため、自動車や情報家電等のメーカーニーズに沿った

新素材や新製品の開発を促進しました。

この用途拡大のため、県内の企業や大学等が有する有望な木質バイオマス利活

用の研究・技術シーズを活かして、研究から実用化まで段階に応じてシームレス

に支援し、新たなバイオマス産業創出を図りました。

木質バイオマスの利活用技術研究・開発支援

（ア）研究開発テーマ

①セルロースナノファイバー複合材料製品化技術研究・開発

②木質バイオマス由来高機能材料製品化技術研究・開発

（イ）実施期間

平成26年度まで

（ウ）採択上限額

①研究段階：委託

400万円/件（平成23年度）、200万円/件（平成24年度から）

②実用(商品)化段階：補助(1/2以内)、最長2年

1,000万円/件（平成24年度まで）、700万円/件（平成25年度から）

（エ）採択件数

平成23年度：15件、平成24年度：11件、平成25年度：9件

（オ）商品化件数

平成23年度： 8件、平成24年度： 4件、平成25年度：4件

間 伐 材

森林資源 建築用材優良材

非優良材

（製 材）

心材
辺材

チップ

木粉

燃料等

ｳｯﾄﾞﾌﾟﾗｽﾁｯｸ
原料等

ｾﾙﾛｰｽ
ﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰ

高機能化
複合原料等

樹皮

木質バイオマスのカスケード利用

（バイオマス原料集積拠点）

トータルでの付加価値の最大化

資源のカスケード利用

製材端材

製紙原料等

新 規

既 存

木質バイオマス
県内発生量
約30万m3/年

ヒノキ・スギ
県内素材生産量
約30万m3 /年

端材割合約40%
約12万m3 /年

林地残材
約18万m3 /年
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◆事業の成果

ウッドプラスチック製自動車内装材（リヤシェルフ、トランクサイドトリム等）の商品化

㈱日本ジー・オー・アール、難波プレス工業㈱

「ウッドプラスチック製リヤシェルフ」

「ウッドプラスチック製トランクサイドトリム」

・プラスチックに木を混ぜることで、高強度・低価格を実現（木質40～50%)

・高剛性・発泡技術を確立し、20％軽量化を実現（特許申請）

・軽量化リヤシェルフは、マツダデミオ・三菱ギャランに採用

（平成24年度 約8.7万枚出荷、平成25年度 約8.2万枚出荷、平成26年度 約8.6万枚出荷予定）

ウッドプラスチック製流通資材（汎用型パレット）の商品化

㈱ウッドプラスチックテクノロジー

「Ｔ11（汎用）型ウッドプラスチック製パレット」

・木製のようなトゲ・ササクレがなく積荷への影響を回避でき、プラスチック製に比べると

たわみづらく頑丈で安価（木質50％）

・ウッドプラスチックの流動解析技術を確立し、新製品投入に係るコストと時間を大幅削減

・冷凍倉庫大手、パレットレンタル大手が採用

ウッドプラスチック製敷き板（養生板）の商品化
㈱ウッドプラスチックテクノロジー

「ウッドプラスチック製敷き板」

・同サイズの鉄板（500kg超）に対して、40kgと軽量（木質20％）

・木質繊維で強化されたプラスチックを高圧プレスで加工、高強度

・再生可能な木材資源を有効活用、さらに設置に要する重機や運搬時の燃料削減により、

二酸化炭素排出量を86％削減可能

・建築資材リース会社に販売・レンタルし、建設会社等での利用を見込む
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ウッドプラスチック製日用品等（うちわ、コーム、コンテナ等）の商品化
㈱リプロ、（㈱ヒノキ、出光興産㈱、サンヨー化成工業㈱、積水テクノ成形㈱）

「ウッドプラスチック材料」 「ウッドプラスチック製うちわ」 「ウッドプラスチック製コーム」

「ウッドプラスチック製コンテナ」

・加工しやすいウッドプラスチック材料を開発し、プラスチック製品の一部を

木で置き換え（木質～50％）

・ウッドプラスチックは加工しにくいという従来の問題点を改善

・木材の用途を、需要が減る建築業から製造業に広く展開

コンテナーなどのより大型の射出成形品も開発

・うちわは、うらじゃ祭りや温泉組合が採用

くしは、全国のホテルやゴルフ場が採用

未利用木質バイオマスを活用した新培地キノコ（キクラゲ・シイタケ）の商品化
浅野産業㈱

「キクラゲ栽培状況」 「乾燥キクラゲ」 「シイタケ」

・従来は商業生産が不可能とされていた針葉樹を培地としたキクラゲ等の生産技術

を確立

・培地の他県産広葉樹木粉部分を、100％県内産針葉樹に置き換えても栽培可能な

技術を開発

・県内のヒノキ等の針葉樹を培地にしたキクラゲ等を生産

・道の駅や病院等で販売

その他、平成26年度までの商品化又は量産化技術確立を目指し、開発を進めています。
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（８）高校生「県産材活用」ＵＤ整備事業

県産木材を活用し、ユニバーサルデザイン（ＵＤ）を取り入れた学校の居室整備

を支援し、木材の利用を促進しました。

高校生が一日の大半を過ごす生活・学習の場である学校に、木材の持つ温かみや

柔らかな感触などの特性を生かした「木の快適空間」の整備を行いました。

また、高校生が自ら企画・提案し、設計・施工に参画することを通じて、森林の

働きや森林保全の必要性、木材の良さについて理解を深めました。

◆事業実績：５校 木材使用量３３．３㎥

【県立津山商業高等学校】

商品実験室の床・壁面に県産木材を使用すると

ともに、丸太のテーブルや椅子を備え付け、木の

香り・温もりが包み込む「潤いの部屋」「なごみ

の空間」として整備しました。

【県立玉野高等学校】

物理教室を改修し、県産のスギやヒノキを使っ

たフローリング、椅子などを備えた「憩いと交流

の場」として整備しました。

入り口にスロープを設けたり、点字ブロック代

わりに木目の際立つ浮造仕上げの板を使用しまし

た。

【県立邑久高等学校】

食堂を交流や学習の場としての多目的スペース

として整備しました。

木が持つ本来の「温もり」や「癒し」といった

特長を肌で感じてもらうため、入口でスリッパを

脱いで、木のフロアを楽しめる部屋としました。

【県立矢掛高等学校】

旧ロッカールームを森林や環境に関する情報発

信の場として整備した。地域の方々や他校の生徒

と交流をする部屋としても活用しました。

床に収納できる机を設けたり、車いすでの使用

にも配慮した空間としました。

【県立早島支援学校】

小学部児童から高等部生徒まで幅広く利用する

２階テラスが「木のぬくもり」の感じられる場と

なるようにウッドデッキやパーゴラ等を整備しま

した。

年齢や障害に幅のある、多様な人々が心地よい

快適な空間としました。
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◆事業の流れ

１募 集：県立高等学校から提案募集

（企画・立案に当たって）

外部講師による学習や情報収集

（森づくり県民税や県内産木材の現状・流通等調査）

校外に出て調査

（県内森林状況の把握、間伐等体験、木材会社訪問など）

２発表・選定：プレゼンテーションを行い、実施校選定

（学習内容や整備目的の評価）

３設計・施工：設計事務所・施工業者の協力を得て完成

◆事業の成果

・県産木材の利用を促進した。

木材使用量 ３３．３㎥ ＵＤを取り入れた居室整備

φ10cm、L=1.5mの間伐材に換算(0.015㎥)

約2,220本使用

・高校生自らの企画・提案による「木の快適空間」の整備を通じて、水源涵養や環境

保全など森林の役割とその大切さを学びました。

・この事業を通じて経験したことから、木材の重要性や特性など多くのことを学びま

した。

・後輩や地域の方々など多くの人に、県産材をふんだんに使ったこの場所で木に触れ

てもらい、優しい木の香りを感じてほしい。 （生徒の感想）

・外が寒くても、県産木材のフロアに日が差し込み、木の温もりのある明るく快適な

空間となりました。

・生徒たちが木材の学習などこの事業に自発的に取り組み、学校の教育活動全体に大

変良い影響を与えてくれました。 （先生の感想）

森林保全への関心・理解の高揚

木材の持つ優れた特性を学習

県内産木材の現状と課題の把握

生徒の自主性・創造性の伸張

森林の大切さを認識
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１ 県民への情報提供等

（１）おかやま森づくり情報発信事業

県民共有の財産である、水源のかん養をはじめとする森林の公益的機能を持続

的に発揮させるためには、県民一体となって森林を適正に維持・保全していくこ

とが必要です。

このため、森林・林業の役割やその重要性、本県の森林・林業の現状と課題、お

かやま森づくり県民税を活用して実施する森林保全事業の取組などについて、新聞、

テレビ等の各種広報媒体を活用したＰＲやパンフレットの配布、シンポジウムの開

催などにより、県民へ分かりやすく情報提供を行いました。

◆事業実績

①各種広報媒体の活用

・新聞への広告掲載 20回

・林政課ホームページによる広報 通年

②パンフレット等の活用

・パンフレットの作成・配布 101,500部

・街頭ＰＲの実施 116回

・各種イベント会場でのパネル展示 1,438日

③「おかやま森の名人」出前講座の開催

・長年森林・林業に携わっている「森の名人」による出前講座の開催 23回

④地域で開催されるイベントでのＰＲ

・地域の森づくり普及啓発事業（市町村へ委託） 28回

⑤「おかやまの森林・林業を考えるシンポジウム」の開催

県内２箇所でシンポジウムを開催し、県北津山会場では「森林のはたらき

と林業・木材産業の役割」、県南岡山会場では「森林のはたらきと県民参加の

森づくり」をテーマに、基調講演、パネルディスカッション等を通して、森

林の大切さや森林保全の必要性について広く啓発しました。

街頭ＰＲの実施新聞への広告掲載 パンフレットの作成･配布

Ⅲ 森林・林業に関する各種情報の提供と森づくり活動の推進
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おかやまの森林・林業を考えるシンポジウム【津山会場】

テーマ：「森林のはたらきと林業・木材産業の役割」
日 時：平成２４年８月４日(土) １３時３０分～１６時３０分
場 所：津山市大田 グリーンヒルズ津山「リージョンセンター」
参加者：３００名
内 容：(1)基調講演

・講師 渕上和之（林野庁木材産業課長）
(2)パネルディスカッション

・コーディネーター 嶋 一徹（岡山大学大学院准教授）
・パネリスト 藤原 繁（作州かがみの森林組合代表理事組合長）

向井王則（(有)向井林業代表取締役）
長畑州三（豊並樹苗生産組合組合長）
豆原直行（(社)岡山県木材組合連合会会長）

〔基調講演〕概要
○ 渕上和之（林野庁木材産業課長）
・戦後植えられた人工林の大半は40～50年生の木になったが、近年林業が低迷し、若い木が非常に

少ない。現在の木材価格では、伐採しても販売代金が手間賃に消え、伐採後に再植林されない問
題も生じている。木材資源を保ったまま使い続けるには、伐ったら植えて、木の年齢構成の均衡
を図る必要がある。

・森を元気にし、森林の公益的機能を発揮させるには、林業を産業として成り立たせる必要がある。
それには価格、品質、供給が安定していなければならない。木材の利用をみんなで手助けしてい
くことも大事だ。「公共建築物木材利用促進法」が施行され、岡山県では県や市町村が積極的に木
造化に努める方針を打ち出した。森林や山村では今一体何が起きているのか、街の人にもっと伝
えてほしい。そして、木材が使われている現場では、これからどのような製品が必要となるのか、
もっと知ってほしい。

〔パネルディスカッション〕発言要旨
テーマ「森林のはたらきと林業・木材産業の役割」

○ 藤原 繁（作州かがみの森林組合代表理事組合長）
・林業が経済的に成り立ちにくいからといって森林管理は放棄できない。森林の公益的機能発揮の
ためには間伐等の人工林の管理が不可欠だ。収支が合わない中、「おかやま森づくり県民税」事業
の支援は誠にありがたい。

・森の団地化や作業の集約化・機械化を進めて木材生産コストを抑える努力をしよう。

○ 向井王則（(有)向井林業代表取締役）
・作業道を整備して小面積皆伐を計画に進め、伐った木は幹も枝葉も搬出、その跡に苗木を植えて
次代の森をつくる。それで初めて森林が循環資源だと言える。

・伐って植える作業を繰り返すことで、森林の公益的機能を発揮させながら偏った年齢構成を適正
にすることができる。若い世代が林業をやりたいと思えるような、見本となる林業を目指したい。

○ 長畑州三（豊並樹苗生産組合組合長）
・循環型社会に最も適した循環資源として木材をとらえ、森林の生産と利用を回転させていくべき

だ。若い木もあれば古い木もあるのが理想的な森づくり。残す木もあれば伐る木もある。森の新
陳代謝を進めていこう。

・次代を担う子どもたちに森林・林業について伝えるにはとにかく森へ連れて行くことだ。文章や
言葉で説明するよりも、木と触れ合い、五感を研ぎ澄ませて肌で感じさせるのが一番だ。

○ 豆原直行（(社)岡山県木材組合連合会会長）
・住宅に国産材を利用しようとの気運が高まっている。大手メーカーはもとより、中小工務店が使

いやすい木材を供給するため品質向上に努める。国産材に対する消費者の信頼を取り戻すにはい
い木を市場に安定供給しなければならない。

～ コーディネーターまとめ ～
○ 嶋 一徹（岡山大学大学院准教授）
・我が国の林業は今は間伐が主流だが、今後は計画的な皆伐で木の年齢構成の均衡を図り、資源の
質を適正に保つことが大事になる。

・木も人もキーワードは「若い世代に引き継ぐ」ということ。植林費用の低コスト化を進め、子ど
もたちが林業を職業にしたいと思えるような産業にする仕組を考えていきたい。
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おかやまの森林・林業を考えるシンポジウム【岡山会場】

テーマ：「森林のはたらきと県民参加の森づくり」
日 時：平成２４年８月２５日(土) １３時３０分～１６時３０分
場 所：岡山市北区駅元町 岡山コンベンションセンター
参加者：３００名
内 容：(1)基調講演

・講師 重松敏則（九州大学名誉教授）
(2)パネルディスカッション

・コーディネーター 千葉喬三（就実学園理事長、前岡山大学学長）
・パネリスト 小見山節夫（おかやま森づくりサポートセンター会長）

星原達雄（前真庭森林組合代表理事組合長）
地職 恵（岡山県自然保護センター主任）
安田年一（(社)岡山県建築士会理事）

〔基調講演〕概要
○ 重松敏則（九州大学名誉教授）
・森林には環境保全機能、防災機能、生態系の維持機能などがあるが、十分な手入れがされていな
いとその役割が果たせない。

・放置された里山で、自然と触れ合える空間づくりや多様な生物が生活できる環境づくりに市民参
加で取り組む意義は大きい。都市住民や若者は農山村生活や農林作業を体験することで農山村へ
の興味が生まれ、心身ともに生き生きする。小学生は友達と協力したり周囲へ配慮する気持ちが
芽生え、人としての基本的な力が身につく。農山村住民は都市住民や若者に親近感を持ち、自信
を回復できる。

・国民参加、県民参加の森づくりは続けることが重要。いつでも誰でも参加できるシステムを構築
し、みんなで森づくりに参加してもらいたい。

〔パネルディスカッション〕発言要旨
テーマ「森林のはたらきと県民参加の森づくり」

○ 小見山節夫（おかやま森づくりサポートセンター会長）
・子どもたちの自然離れが危惧されている。幼少時の自然体験は、将来力強く生きるための原点で
あると考え、親子での自然体験を推奨している。

・私たちの暮らしに様々な恩恵を与えてくれる豊かな森林や四季折々に美しい里山はかけがえのな
い財産。人工林も里山もよりよい状態で次世代に引き継いでいきたい。

○ 星原達雄（前真庭森林組合代表理事組合長）
・県北の人工林に若い木が極端に少ない「森の少子化」を危惧している。いつまでも間伐ばかりで
なく小面積の団地を順繰りに皆伐し、伐採後に再度植林して森を育てる必要がある。

・林業の循環経営を進めるためには森づくり作業への直接参加も大事だが、県産材を皆さんの地域
で循環利用することでおかやまの森づくりを応援していただきたい。

○ 地職 恵（岡山県自然保護センター主任）
・里山は長い間人々が利用しつつ守ってきた身近な自然で、暮らしを支える貴重な場所であったが、

現在は私たちの暮らしからかけ離れた存在になっている。
・自然の仕組の中で人と生き物のつながりを意識し、都市住民も手を差し伸べて方策を考えていか
なければならない。

○ 安田年一（(社)岡山県建築士会理事）
・おかやまの森の発展のためには県産ヒノキを活用した木造建築技術、林業が産業として自立する
仕組、木の良さを知り木を使う新たな文化が連動しなければならない。

・子どもたちが自然体験ができる森を整備し、地域の財産として有効に活用しながら情報発信する
ことで「森の文化」をつくっていきたい。

～ コーディネーターまとめ ～
○ 千葉喬三（就実学園理事長、前岡山大学学長）
・森を生かすため、日頃から森林に対する意識を強く持ってほしい。里山と人工林では同じ森でも
抱えている問題が異なり、健全化に向けた様々な取組が考えられる。

・異なる立場で問題の本質を見極め、解決に向けた課題を共有していきたい。
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◆事業の成果
・新聞やホームページによる情報発信、ＪＲ駅前やショッピングセンター等の街頭や地域

で開催されるイベントでのＰＲ、パンフレットの配布、「おかやま森の名人」による出

前講座などを通じて、森林・林業の役割や森林保全の取組などについて県民に情報提供。

・「おかやまの森林・林業を考えるシンポジウム」を県内２カ所で開催し、県北津山会場

では「森林のはたらきと林業・木材産業の役割」、県南岡山会場では「森林のはたらき

と県民参加の森づくり」をテーマに、基調講演、パネルディスカッション等を通して、

森林の大切さや森林保全の必要性について広く啓発。

・シンポジウム参加者を対象に森林の現状や森づくり県民税に関するアンケートを実施。

アンケート 津山会場 参加者 300人 回収数 85人（回収率 28.3％）

回 収 結 果 岡山会場 参加者 300人 回収数 166人（回収率 55.3％）

合 計 参加者 600人 回収数 251人（回収率 41.8％）

〔アンケート結果〕

森林の現状について 森づくり県民税の導入について

・
全体の９６％の人が森林の現状について 全体の８６％（県南82%、県北94%）が
心配していた 県民税の導入を知っていた

森づくり県民税の使途について 森づくり県民税の継続について

全体の７５％の人が県民税の使途について 全体の９１％（県南89%、県北95%）が
知っていた 継続に賛成していた

◆森づくり県民税の継続について

【賛成】・森の再生が完了するまでは県民の義務。

・森の保全に必要だが、林業振興・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ等の活動を活発にし、将来的には廃止すべき。

・公的に経済的支援をしないと、森づくりはますます衰退してしまう。

・農村から都市へ移住した人も森林の恩恵を受けており、その対価として支払うべき。

・県土の７０％が森林であるので、その保全や整備のためには必要だ。

・岡山の森づくりには不可欠な財源だから一般的に５００円／年は無理のない金額。

【反対】・有効に使われているとは思えない。

・税金を使うのではなく、山の資源を有効活用し、その利益を活用する。
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２ 森づくりのための人材養成

（１）ゆめ・みらい・おかやまの森づくり推進事業（県民が育て楽しむ森づくり推進事業）

県民共有の財産である森林の公益的機能を持続的に発揮させるためには、恩恵を

受けている県民が一体となって森づくり活動に取り組むことが必要です。

このため、これまでに養成してきた森林ガイドなどを対象として、グループ活動

の自立を目指したリーダー研修や、県民が森の恵みを楽しみながら森づくり活動へ

の参加を促進するワークショップを実施し、地域の里山林等を整備する森林ボラン

ティアグループ等の自主的な取組を促進しました。

○事業実績（平成２１年度）

森づくりボランティア育成事業

・森林・林業や森林ボランティア活動について関心のある人を対象に「森づくり

ボランティア指導者育成研修」を実施し、森林ガイドを２１名養成しました。

・これまでに養成してきた森林ガイドを対象に「森林ガイドレベルアップ研修」を

行い、県民参加の森づくり活動を担う人材を１０名育成しました。

○事業実績（平成２２～２３年度）

森づくり指導者育成事業

・森林ガイドの知識・技術のレベルアップを図るため「森林ガイドリーダー研修」

を７回（延べ１１３名参加）実施し、森林施業体験等の指導者を育成しました。

・森林ガイドやボランティア団体の指導者が、自立して活動できるように、「森林

ガイド指導実践研修」を実施し、イベントの企画・運営から安全管理まで、森づ

くり指導者として実践し得る人材を２０名育成しました。

○事業実績（平成２４～２５年度）

フォレストスクール推進事業

・森づくり活動への参加希望者を対象として、森の恵みを楽しむために必要な基礎

知識を身につけ、体験できる「森づくりワークショップ」を５回実施（延べ６４

名参加）し、県民参加の森づくり活動を推進しました。

・森づくりに取り組んでいるボランティアグループ等の指導者を対象として、企画

立案、安全管理及び技術指導などの研修を行う「森づくりリーダー研修」を４回

実施（延べ４０名参加）し、自主的な活動を担う指導者を育成しました。

【初 級】 【中 級】 【上 級】

初心者対象。修了者は森 森林ガイド、ボランティ 森林ガイド、ボランティ

研修実績 林ｶﾞｲﾄﾞに登録 ア対象のレベルアップ研 ア対象のイベント企画運

修 営、安全管理等を含めた

研修

平成21年度 ２１名（３日間） １０名（２日間） -

平成22年度 - ５回（延べ７８名） １１名（５日間）

平成23年度 - ２回（延べ３５名） ９名（３日間）

平成24年度 ３回（延べ３４名） ２回（延べ１６名）

平成25年度 ２回（延べ３０名） ２回（延べ２４名）

森づくりボランティア育 森林ガイドレベルアップ 森林ガイド指導実践研修

備 考 成研修(H21) 研修(H21) (H22～23)

森づくりﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ 森林ガイドリーダー研修 森づくりリーダー研修

(H24～25) (H22～23) (H24～25）
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（チェーンソーの操作） （ポールハンガーづくり）

（間伐実習） （杉玉づくり）

森づくりリーダー研修 森づくりワークショップ

（間伐実習・選木作業） （竹林整備）

森林ガイド指導実践研修 森林ガイドリーダー研修

◆事業の成果

・森づくりボランティア団体の運営・指導の担い手となり得る人材が育成された

ことにより、新たな団体の設立や、既存団体の活動の活性化が期待されます。

・研修受講者から、活動を充実させるために活動団体同士のネットワークを求め

る声があり、「おかやま森づくりサポートセンター」の設立へ発展しました。

今後、研修受講生がセンターへ参加し、県内の森づくり活動が組織的に推進

されることが期待されます。
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３ 県民の直接参加による森づくり

（１）ゆめ・みらい・おかやまの森づくり推進事業(県民が育て楽しむ森づくり推進事業）

県民参加の森づくり事業（県民参加の森づくりサポート事業）

県民共有の財産である、水源のかん養をはじめとする森林の公益的機能を持続

的に発揮させるためには、県民一体となって森林を適正に維持・保全していくこと

が必要です。

このため、ボランティア団体や地域住民、企業による森づくり活動への支援や広

く県民を対象とした森林体験活動を実施し、県民の直接参加による森づくりを推進

しました。

・県民参加の森づくり事業

県民総参加による森づくり運動を進めるため、県下の美しい森等で植樹のつど

いや保育のつどい等を開催しました。

○事業実績（平成２１～２５年度）

・植樹のつどい等の開催：３９２回

参加者数：15,794人 植樹本数：8,761本

植樹面積：9.2ha 保育面積：41.84ha

植樹のつどい 保育のつどい(枝打ち)

◆事業の成果

・県民参加の森づくり運動の推進により、平成２５年度までに延べ１１万人もの

県民が、植樹・保育のつどいに参加し、地域の里山林等を整備する森林ボラン

ティアグループ等が育っています。このように、多くの人々が森林体験活動に

参加したことにより、広く県民に森林の大切さへの理解が深まりました。

・これまでに県民参加により植樹された面積は約１０６haで、後楽園の広さ（約

１３.３ha）の約８倍に相当するドングリの森を造成したことになります。
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・県民参加の森づくりサポート事業

地域の里山林等を整備する森林ボランティアグループ等の自主的な取組を促進

し、県民参加の森づくりの一層の推進を図るため、森林ボランティア活動をサポー

トする新たな仕組みづくりを行うこととし、この推進組織として、各地域の森林ボ

ランティアグループ等により「おかやま森づくりサポートセンター」が設立されま

した。

【組織】

・組 織 名 おかやま森づくりサポートセンター

会長 小見山節夫 氏（NPO法人フォレストフォーピープル岡山 副理事長）

・構成団体 森林ボランティアグループ、森林組合、林業研究グループの41団体

・設 立 平成２４年６月７日

【業務内容】

○植樹・保育のつどい等の開催

・植樹・保育のつどいを会員に委託して実施

・会員が参加者を公募して行う森林整備、竹林整備、きのこ栽培、炭焼き、

自然観察会など、森づくり活動を支援

○森づくりサポーターの登録・派遣

・森づくりの知識・技術を有する指導者を登録し、紹介・派遣

○森づくり活動に関する情報の提供

・ホームページ等により植樹のつどい等の参加者を募集、森づくりの知識・技

術等の情報を提供

○森林活動の相談窓口

・森づくりに関する指導助言を行う相談窓口を３地域（各県民局内の林務団体

事務局）に設置

○資機材の貸出

・下刈り鎌、鋸、ヘルメット等の資機材の管理・貸出

◆事業の成果

・おかやま森づくりサポートセンターが設立されたことにより、これまで各々が

活動していたボランティアグループの交流が促進されるとともに、新たに森づ

くり活動に取り組む団体が設立されるなど、参加者が森の恵みを楽しみながら

森づくりを行う取組が推進されました。

・活動に取り組む団体は１０４団体に増えています。
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（２）みどりの大会開催事業

次代を担う子どもたちが、緑と親しみ、緑を愛し、緑を守り育てることの大切さ

を学び、地域の緑化運動の先駆けとなることは、ひいては地域を愛する心豊かな人

間に育っていく上でも重要なことです。

この活動の中心となるべく、みどりの少年隊が県下各地で活動していますが、そ

の隊員をはじめとする児童生徒や緑化関係者が一堂に会し、日頃の活動の情報交換

や自然観察などの野外体験活動を通じた交流を行い、緑の大切さについて改めて考

え、学ぶ機会となるよう、みどりの大会を開催しました。

○実績 みどりの大会の開催 ５回 延べ参加人数 約２，３００人

年度 開 催 場 所 全参加者数 みどりの少年隊

２１ 井原市 井原リフレッシュ公園 約５００人 (12) ２０８人

２２ 和気町 自然保護センター 約５００人 (12) ２０６人

２３ 吉備中央町 きびプラザ 約５００人 (13) ２６０人

２４ 倉敷市 真備総合公園 約４００人 (12) ２２１人

２５ 赤磐市 山陽ふれあい公園 約４００人 (10) １７２人

※みどりの少年隊は全参加者数の内数、( )は隊数。

◆事業の成果

みどりの少年隊をはじめ、県民が参加して、野外体験活動などを通じて自然と

ふれあい、みどりの大切さやみどりを守り育てていくことの重要性を学ぶ機会と

なっています。

開催地は県内を巡回させ、毎年異なった環境で多様な体験をすることができる

ことから、みどりの少年隊にとっても普段の活動とは違った経験となる一日で、

それぞれの成果を持ち帰り、隊の活力向上にも役立っています。

式典全景 緑化運動ポスターの表彰

体験活動（クラフトづくり）代表者らによる植樹 体験活動（自然観察）

みどりの少年隊活動発表
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（３）ゆめ・みらい・おかやまの森づくり推進事業(県民が育て楽しむ森づくり推進事業）

・企業との協働の森づくり事業

地球温暖化防止など環境問題への関心の高まりを背景に、社会貢献活動の一環

として森林保全活動に取り組もうとする企業が増えています。

これらの企業からの要請に対応するため、市町村等と協力して選定した活動対

象森林を登録するとともに、活動プランの提示や、森林保全協定の締結に向けた

地元と企業との調整、施業技術の指導等の支援体制を整備し、森林保全活動に意

欲を有する企業の参画を促進しました。

また、これらの活動を支援するため「岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証制

度」を実施して、企業が整備した森林の二酸化炭素吸収量を評価・認証しまし

た。

◆事業実績（平成２１～２５年度）

・企業による森林保全活動への支援

活動対象森林の登録： ２６５.４８ha、４０箇所

企業と地元等との森林保全協定の締結： １１企業･１団体

・二酸化炭素森林吸収評価認証制度

「岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証書」の交付： ２３件

岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証書の交付

事業説明会 森林保全協定の調印式 企業による森づくり活動
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◆事業の成果

森林保全活動に取り組もうとする企業等からの要請に対応した支援体制の整備等

を進めるとともに、企業が整備した森林による二酸化炭素吸収量を評価・認証し、

企業等が地球温暖化防止への貢献度を発信しやすくすることで、森づくり活動に

参画する企業等が年々増えてきています。

「岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証制度」の概要

対 象 者 法人格を有する企業の外、知事が適当と認める団体

対象となる森林整備 植栽、下刈り、除伐、間伐、枝打ち

認証の区分
実践型（自ら森林整備を行った場合）
支援型（費用・物資の提供、委託による実施の場合）

評 価
整備した森林の１年(森林整備を行った時点)当たりの二酸化

炭素吸収量を評価する

二酸化炭素吸収量 気候変動に関する政府間パネルのガイドラインに準じ、蓄積
の算定 変化法により算定する

審 査 岡山県二酸化炭素森林吸収評価委員会において審査する

証書には、対象者、整備年度、森林所在地、整備内容、整備

認証書の交付
面積、二酸化炭素吸収量を記載する

岡山県二酸化炭素森林吸収評価委員会の意見を付す
証書の発行手数料は無料とする

公告・宣伝への利用
認証書は、社会貢献活動の証しとして広く広報活動に用いる

ことができる

「企業との協働の森づくり事業」の参画状況
協定

企 業 名 等 活動場所 活動面積 活 動 方 法 等
締結

(株)富士通システムズ･ウエスト
備前市 社員・家族が直接活動し、植栽や

「備前 八塔寺の森」
吉永町 0.85ha 下刈り等を実施、活動準備や片付
加賀美 け等はその都度森林組合へ委託

シャープタカヤ電子工業(株) 矢掛町
社員・家族が直接活動し、植栽等

「シャープタカヤ矢掛の森」 矢掛
1.00ha を実施、下刈り作業、活動準備や

片付け等は森林組合へ委託
Ｈ21

(株)ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ山陽 備前市
社員・家族が直接活動し、間伐、

年度
「伊部つながりの森」 伊部

3.70ha 枝打ち等を実施

住友ゴム工業(株) 美作市
社員・家族が直接活動し、植栽や

「住友ゴムＧＥＮＫＩの森」 上山
1.00ha 下刈りを実施、地拵え等は森林組

合へ委託
岡山県森林土木建設協会 津山市 森林保全に寄与するため、間伐の
「岡山県森林土木建設協会の森」 加茂町 17.00ha 費用を津山市へ５年間寄付

他２箇所

Ｈ22 立花容器(株) 矢掛町
社員・家族が直接活動し、植栽、

年度 「立花容器の森」 矢掛
0.50ha 下刈り等を実施

藤森運輸(株) 倉敷市
社員・家族が直接活動し、広葉樹

「ふじの森」 菰池
0.96ha の伐りすかしや、遊歩道の整備等

を実施
Ｈ23

丸五ゴム工業(株) 矢掛町
社員・家族が直接活動し、植栽、

年度
「丸五矢掛の森」 矢掛

3.31ha 下刈り等を実施

ＪＸ日鉱日石エネルギー(株) 高梁市
社員・家族が直接活動し、植栽、

「エネオスの森」 松山
5.37ha 下刈り等を実施

Ｈ24 タカナシ乳業(株)岡山工場 高梁市
社員・家族が直接活動し、植栽、

年度 「タカナシの森」 松山
3.51ha 下刈り等を実施

(株)ＧＴｱｿｼｴｲｼｮﾝ 美作市
森林保全に寄与するため、植栽、

「ＳＵＰＥＲ ＧＴの森」 上山
1.00ha 下刈り及び間伐等の費用を美作市

Ｈ25 へ５年間寄付
年度

中四国ｾｷｽｲﾊｲﾑ工業(株) 赤磐市
社員・家族が直接活動し、人工林

「セキスイハイムの森・岡山」 中勢実
1.43ha の整備、広葉樹の伐りすかし等を

実施

計 １２企業・団体 39.63ha
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岡山県二酸化炭素森林吸収評価認証制度の概要

森林所有者
（市町村・財産区等）

協
定
締
結

「企業との協働の森づくり事業」
活動対象森林 ４０箇所

森林面積 約265ｈａ
協定締結企業 １5企業・団体

協定面積 約 62ha

企 業 等

⑥
認

証

①
認
証

申
請

企業等により整備された
森林の二酸化炭素吸収量
を県が評価・認証

岡 山 県

②現地調査

③諮 問

⑤答 申

植栽・下刈り・除伐
間伐・枝打ち

森林整備

岡山県二酸化
炭素森林吸収
評価委員会

④審 査

企業の森林保
全活動の推進

評価・認証等
仕組みづくり

岡 山 県
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

二酸化炭素吸収量の認証状況
認証

認証企業・団体の名称 森林の所在地 整備の内容
C0２吸収量

年度 (ｔ－CO /年)2

㈱中国銀行 真庭市黒田 植栽 0.50ha １．８２

㈱ｼﾞｬﾊﾟﾝｴﾅｼﾞｰ水島製油所 高梁市松山 間伐等 0.98ha ８．９９
Ｈ21

(社)津山青年会議所 津山市戸島 間伐 0.20ha ２．３８
年度

㈱クラレ岡山事業所 吉備中央町岨谷 下刈り 0.11ha ０．３７

計 ４ 1.79ha １３．５６

㈱中国銀行 真庭市黒田 間伐等 1.00ha ４．９８

シャープタカヤ電子工業㈱ 矢掛町矢掛 植栽 0.30ha １．１９
Ｈ22

㈱ハウジング山陽 備前市伊部 間伐等 0.28ha ３．０８
年度

岡山県森林土木建設協会 津山市加茂町倉見 間伐 3.39ha １７．６１

計 ４ 4.97ha ２６．８６

㈱中国銀行 真庭市黒田 間伐等 2.00ha ７．７８

シャープタカヤ電子工業㈱ 矢掛町矢掛 植栽等 0.55ha ２．１８

Ｈ23 ㈱ハウジング山陽 備前市伊部 間伐等 0.46ha ５．０６

年度 岡山県森林土木建設協会 津山市加茂町倉見 間伐 3.03ha １７．０２

立花容器㈱ 矢掛町矢掛 植栽 0.10ha ０．３９

計 ５ 6.14ha ３２．４３

㈱中国銀行 真庭市黒田 間伐等 2.50ha １０．７７

シャープタカヤ電子工業㈱ 矢掛町矢掛 植栽等 0.80ha ３．１７

Ｈ24 ㈱ハウジング山陽 備前市伊部 間伐等 0.16ha １．７６

年度 岡山県森林土木建設協会 津山市加茂町知和 間伐 4.76ha ４４．９２

立花容器㈱ 矢掛町矢掛 植栽等 0.20ha ０．７８

計 ５ 8.42ha ６１．４０

㈱中国銀行 真庭市黒田 間伐等 3.00ha １２．９９

シャープタカヤ電子工業㈱ 矢掛町矢掛 植栽等 1.05ha ４．１７

Ｈ25 ㈱ハウジング山陽 備前市伊部 間伐 0.49ha ５．３９

年度 岡山県森林土木建設協会 津山市加茂町知和 間伐 5.39ha ４７．３７

立花容器㈱ 矢掛町矢掛 植栽等 0.30ha １．１８

計 ５ 10.23ha ７１．１０

合 計 ８企業・団体 31.55ha ２０５．３５
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（４）ゆめ・みらい・おかやまの森づくり推進事業(県民が育て楽しむ森づくり推進事業）
・美しい森施設管理支援事業（森づくり活動拠点整備事業）

平成２１年度に所在市町に譲渡した各地の美しい森については、県民参加の森
づくり活動の拠点として活用されているが、設置から相当の年数を経過しており、
施設の消耗と老朽化が進んでいました。

このため、美しい森施設を管理する市町が、利用者等の安全確保、便益改善の
ために行う施設修繕に対し、支援を行いました。

◆事業実績
・長船美しい森ほか７施設（６市町）において施設修繕を支援しました。

バンガロー（宿泊施設等）改修（外装塗装、屋根・手すり改修等）、遊歩道修
繕（路面整備、階段修繕等）、炊事棟修繕、トイレ改修（UD化等）、遊具修繕、
看板修繕など

施設名称 実 施 年 度 と 内 容

（市町） 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度

長船 ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾃﾗｽ改修 ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰ壁板修繕

（瀬戸内市）
和気 ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ・炊 ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰ塗装

（和気町） 事棟塗装

倉敷 案内看板･指導標 炊事棟木製枠 台風による崩落 給水ﾎﾟﾝﾌﾟ、木製

（倉敷市） 更新 修繕 土砂の撤去 階段、遊歩道修

繕

真備 案内看板･指導標 舞台芸術棟屋根 ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰｳｯﾄﾞﾃﾞｯｷ 遊具、便所床面

（倉敷市） 更新、ｷｬﾝﾌﾟｻｲﾄ 改修 修繕 修繕、遊歩道、

法面改修 遊具修繕 遊歩道補修 駐車場舗装修繕

里庄 ｷｬﾝﾌﾟｻｲﾄ道路補 ｷｬﾝﾌﾟｻｲﾄ改修 多目的広場整地 給水ﾎﾟﾝﾌﾟ修繕、

（里庄町） 修、ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ 案内看板更新

塗装

高梁 園内管理道舗装 園内管理道舗装

（高梁市）
勝山 ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰ塗装 ﾋﾞｼﾞﾀｰｾﾝﾀｰ展望

（真庭市） 屋外ﾄｲﾚ修繕 ﾃﾞｯｷ､手すり修繕

里庄美しい森（炊事棟） 真備美しい森（看板）
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おかやま森づくり県民税導入・見直しの経緯

【導入までの経緯】

平成１３年 ５月：有識者で構成する「岡山県税制懇話会」を設置し、課税自主権の活

用による法定外目的税として産業廃棄物処理税及び水源かん養税の

創設について検討を開始

平成１４年 ３月：税制懇話会から知事に報告

水源かん養税については水の使用量に応じて税負担を求める課税方

式（法定外目的税）を提示

平成１５年 ６月：知事が県議会において水源かん養税の再検討を表明し、７月から税

制懇話会において再検討を開始

平成１５年１０月：税制懇話会から知事に報告

森林保全を目的とする税制案として県民税均等割の超過課税方式を

提示

平成１５年１０月：「森林の保全に係る県民税の特例に関する条例」が成立

平成２０年 ４月：同条例を施行（森づくり県民税としてスタート）

（鳥取県、島根県、山口県は平成１７年度、広島県は１９年度に導入）

【導入５年後の検討】

平成２０年 ５月：有識者で構成する「岡山県税制懇話会」を設置

平成２０年 ５～：税制懇話会において、「森づくり県民税」の制度設計やこれまでの

１１月 事業の成果等を検証

平成２０年１１月：税制懇話会から知事へ、存続すべきである旨を報告

平成２０年１２月：｢森林の保全に係る県民税の特例に関する条例改正案｣を提案、可決

成立

平成２１年 ４月：改正条例を施行

【導入１０年後の検討】

平成２５年 ５月：有識者で構成する「岡山県税制懇話会」を設置

平成２５年 ５～：税制懇話会において、「森づくり県民税」の制度設計やこれま

１０月 での事業の成果等を検証

会 議 年 月 日 主 な 議 題

第１回懇話会 平成25年６月25日 おかやま森づくり県民税の概要及び導入・
見直しの経緯等について

第２回懇話会 平成25年７月22日 おかやま森づくり県民税の必要性及び使途
事業の方向性等について

第３回懇話会 平成25年９月５日 岡山県税制懇話会報告書（素案）について

第４回懇話会 平成25年10月９日 岡山県税制懇話会報告書(案)について

平成２５年１０月：税制懇話会から知事へ、存続すべきである旨を報告

平成２５年１２月：｢森林の保全に係る県民税の特例に関する条例改正案｣を提案、可決

成立

平成２６年 ４月：改正条例を施行
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岡山県税制懇話会設置要綱

（目 的）

第１条 岡山県税制懇話会（以下「懇話会」という。）は、県民生活の向上や活力ある地

域社会の実現を図るために、地方分権の観点から課税自主権の活用等による岡山県にふ

さわしい税制のあり方について調査研究する。

（事 業）

第２条 懇話会は、次に掲げる事項について調査及び研究を行い、成果を知事に報告する。

（１）地方税制度のあり方

（２）前号に掲げるもののほか、懇話会の目的を達成するために必要な事項

（委 員）

第３条 懇話会は、委員で構成する。

２ 委員には、前条に掲げる事業に関して学識経験等を有する者をもって充てる。

（運 営）

第４条 懇話会に会長及び副会長を置き、会長は委員の中から互選により選出し、副会長

は会長が指名する。

２ 会長は、懇話会の会務を総理する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

４ 会議は、必要に応じて会長が招集する。

（意見の聴取）

第５条 会長は、必要があるときは、委員以外の者の出席を求め、その意見を 聴くこと

ができる。

（事務局）

第６条 事務局は、総務部税務課に置く。

（その他）

第７条 この設置要綱に定めるもののほか、必要な事項は、会長が定める。

附 則

この設置要綱は、平成１９年４月２０日から施行する。
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岡山県税制懇話会委員名簿

氏 名 役 職 備 考

岡本輝代志 岡山商科大学学長補佐 会 長

澤根みどり 税理士

千葉 喬三 学校法人就実学園理事長

成田美和子 岡山県ごみゼロ社会プロジェクト推進会議副会長

平野 正樹 岡山大学経済学部教授 副会長

晝田 眞三 岡山経済同友会企業経営・環境委員会委員長

豆原 直行 院庄林業株式会社相談役

山下 広美 岡山県立大学保健福祉学部教授

※役職は平成25年10月現在
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森林の保全に係る県民税の特例に関する条例

平成１５年１２月１９日

岡山県条例第 ６１ 号

（趣旨）

第１条 この条例は、県土の保全、水源のかん養等すべての県民が享受している森林の有

する公益的機能の重要性にかんがみ、県民の理解と協力の下に、森林の保全に関する施

策の一層の推進を図る必要があることから、当該施策に要する経費の財源を確保するた

め、県民税の均等割の税率に関し、岡山県税条例（昭和２９年岡山県条例第３７号。次

条及び第３条において「県税条例」という。）の特例を定めるものとする。

（個人の県民税の均等割の税率の特例）

第２条 平成１６年度から平成２５年度までの各年度分の個人の県民税の均等割の税率

は、県税条例第３４条の規定にかかわらず、同条に定める額に５００円を加算した額と

する。

（法人の県民税の均等割の税率の特例）

第３条 平成１６年４月１日から平成２６年３月３１日までの間（以下この項において「特

例期間」という。）に開始する各事業年度若しくは各連結事業年度又は特例期間におけ

る地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第５２条第２項第４号の期間に係る法人の県

民税の均等割の税率は、県税条例第４０条第１項の規定にかかわらず、同項の表の上欄

に掲げる法人の区分に応じ、それぞれ同表の下欄に定める額に、当該額に１００分の５

を乗じて得た額を加算した額とする。

２ 前項の規定の適用がある場合における県税条例第４０条第２項の規定の適用について

は、同項中「前項」とあるのは、「森林の保全に係る県民税の特例に関する条例（平成

１５年岡山県条例第６１号）第３条第１項」とする。

（使途）

第４条 知事は、第２条及び前条第１項の規定による加算額に係る収納額に相当する額か

ら徴収に要する費用を控除して得た額を、岡山県おかやま森づくり県民基金（岡山県お

かやま森づくり県民基金条例（平成１２年岡山県条例第５２号）に基づく岡山県おかや

ま森づくり県民基金をいう。）に積み立てるものとする。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、平成１６年４月１日から施行する。

（岡山県おかやま森づくり県民基金条例の一部改正）

２ 岡山県おかやま森づくり県民基金条例の一部を次のように改正する。

〔次のよう〕略

（特例）

３ 平成１７年度分の個人の県民税に限り、平成１７年１月１日現在において、県内に住

所を有することにより均等割の納税義務を負う夫と生計を一にする妻で夫が住所を有す

る市町村内に住所を有するものに係る第２条の規定の適用については、同条中「県税条
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例第３４条」とあるのは「県税条例第３４条及び県税条例附則第２４条第１項」と、「同

条に定める額に５００円」とあるのは「同項の規定により読み替えて適用される県税条

例第３４条に定める額に２００円」とする。

４ 平成１８年度分の個人の県民税の均等割に限り、前年の合計所得金額が１２５万円以

下であり、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以上であった者に係る第

２条の規定の適用については、同条中「県税条例第３４条」とあるのは「県税条例第３４

条及び県税条例附則第２４条第２項」と、「同条に定める額に５００円」とあるのは「同

項の規定により読み替えて適用される県税条例第３４条に定める額に１００円」とする。

５ 平成１９年度分の個人の県民税の均等割に限り、前年の合計所得金額が１２５万円以

下であり、かつ、平成１７年１月１日現在において年齢６５歳以上であった者に係る第

２条の規定の適用については、同条中「県税条例第３４条」とあるのは「県税条例第３４

条及び県税条例附則第２４条第４項」と、「同条に定める額に５００円」とあるのは「同

項の規定により読み替えて適用される県税条例第３４条に定める額に３００円」とする。

附 則（平成１６年条例第３６号）抄

（施行期日）

１ この条例は、平成１７年１月１日から施行する。

附 則（平成１７年条例第４８号）抄

（施行期日）

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。

三 第１条中附則第１１条の２の改正規定、附則第１１条の２の次に一条を加える改正

規定並びに附則第１１条の２の２、附則第１１条の２の３、附則第１１条の３、附則

第２３条及び附則第２４条の改正規定、第２条の規定並びに附則第２項及び第３項の

規定 平成１８年１月１日

附 則（平成２０年条例第３９号）

この条例は、平成２１年４月１日から施行する。

附 則（平成２２年条例第３８号）抄

（施行期日）

１ この条例は、平成２２年１０月１日から施行する。

附 則（平成２５年条例第６６号)

この条例は、平成２６年４月１日から施行する。
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岡山県おかやま森づくり県民基金条例
平成１２年３月２１日

岡山県条例第 ５２ 号

(設置及び目的)

第１条 県土の保全、水源のかん養、地球温暖化の防止、地球環境にやさしい資源である

木材の生産等に大きな役割を果たす森林が将来にわたって守り育てるべき県民共有の財

産であるとの認識に立ち、緑豊かで健全な森づくりを県民の理解と協力の下に推進する

ため、岡山県おかやま森づくり県民基金(以下「基金」という。)を設置する。

(積立て)

第２条 基金として積み立てる額は、次に掲げる額の合計額とする。

一 前条の目的のために寄附された寄附金の額

二 森林の保全に係る県民税の特例に関する条例(平成１５年岡山県条例第６１号)第４

条の規定により基金に積み立てるものとされている額

三 前２号に掲げるもののほか、一般会計歳入歳出予算(第４条において「予算」とい

う。)に定める額

(管理)

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代えることができ

る。

(運用益金の処理)

第４条 基金の運用から生ずる収益は、予算の定めるところにより、第１条の目的を達成

するため必要な経費の財源に充てることができる。

２ 前項の規定による場合のほか、基金の運用から生ずる収益は、予算の定めるところに

より基金に積み立てるものとする。

(処分)

第５条 基金は、第１条の目的を達成するための経費の財源に充てる場合に限り、これを

処分することができる。

(繰替運用)

第６条 知事は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて、運用することができる。

(その他)

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、知事が別に定め

る。
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森林整備にかかる都道府県の独自課税の状況
H２６．８現在

導入 課 税 仕 組 み H26税収額
県名 税の名称（通称） 議決時期 見込み

時期 方 式 個 人 法 人 （億円）
県民税均等割

高知県 森林環境税 H15.4 H15. 2 超過課税 500円/年 500円/年 1.7
県民税均等割

岡山県 おかやま森づくり県民税 H16.4 H15.11 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 5.6
県民税均等割

鳥取県 森林環境保全税 H17.4 H16. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 1.7
県民税均等割

島根県 水と緑の森づくり税 H17.4 H16.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 2.0
県民税均等割

山口県 やまぐち森林づくり県民税 H17.4 H17. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 4.0
県民税均等割

愛媛県 森林環境税 H17.4 H16.12 超過課税 700円/年 均等割額の7%増 5.3
県民税均等割

熊本県 水とみどりの森づくり税 H17.4 H17. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 4.8
県民税均等割

鹿児島県 森林環境税 H17.4 H16. 6 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 4.3
県民税均等割

岩手県 いわての森林づくり県民税 H18.4 H17.12 超過課税 1,000円/年 均等割額の10%増 7.1
県民税均等割

福島県 森林環境税 H18.4 H17. 3 超過課税 1,000円/年 均等割額の10%増 10.7
県民税均等割

静岡県 森林（もり）づくり県民税 H18.4 H17.12 超過課税 400円/年 均等割額の5%増 9.7
県民税均等割

滋賀県 琵琶湖森林づくり県民税 H18.4 H17. 6 超過課税 800円/年 均等割額の11%増 6.4
県民税均等割

兵庫県 県民緑税 H18.4 H17. 3 超過課税 800円/年 均等割額の10%増 24.0
県民税均等割

奈良県 森林環境税 H18.4 H17. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 3.5
県民税均等割

大分県 森林環境税 H18.4 H17. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 3.2
県民税均等割

宮崎県 森林環境税 H18.4 H18. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 2.9
県民税均等割

山形県 やまがた緑環境税 H19.4 H18.12 超過課税 1,000円/年 均等割額の10%増 6.5
県民税均等割･所得割 均等割 300円/年

神奈川県 水源環境保全税 H19.4 H17.10 超過課税 所得割 0.025%増 なし 39.0
県民税均等割

富山県 水の緑の森づくり税 H19.4 H18. 6 超過課税 500円/年 均等割額の5～10%増 3.7
県民税均等割

石川県 いしかわ森林環境税 H19.4 H18.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 3.7
県民税均等割

和歌山県 紀の国森づくり税 H19.4 H17.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 2.7
県民税均等割

広島県 ひろしまの森づくり県民税 H19.4 H18.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 8.3
県民税均等割

長崎県 ながさき森林環境税 H19.4 H18.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 3.7
県民税均等割

秋田県 秋田県水と緑の森づくり税 H20.4 H19.11 超過課税 800円/年 均等割額の8%増 4.5
県民税均等割

茨城県 森林湖沼環境税 H20.4 H19.12 超過課税 1,000円/年 均等割額の10%増 16.0
県民税均等割

栃木県 とちぎの元気な森づくり県民税 H20.4 H19. 6 超過課税 700円/年 均等割額の7%増 8.3
県民税均等割

長野県 長野県森林づくり県民税 H20.4 H19.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 6.5
県民税均等割

福岡県 森林環境税 H20.4 H18.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 13.5
県民税均等割

佐賀県 佐賀県森林環境税 H20.4 H19.12 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 2.4
県民税均等割

愛知県 あいち森と緑づくり税 H21.4 H20. 3 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 22.0
県民税均等割

宮城県 みやぎ環境税 H23.4 H22. 3 超過課税 1,200円/年 均等割額の10%増 16.0
県民税均等割

山梨県 森林及び環境保全に係る県民税 H24.4 H23.10 超過課税 500円/年 均等割額の5%増 2.7
県民税均等割

岐阜県 清流の国ぎふ森林・環境税 H24.4 H23.12 超過課税 1,000円/年 均等割額の10%増 12.0
県民税均等割

群馬県 ぐんま緑の県民税 H26.4 H25. 3 超過課税 700円/年 均等割額の7%増 6.2
県民税均等割

三重県 みえ森と緑の県民税 H26.4 H25. 3 超過課税 1,000円/年 均等割額の10%増 8.0

※ 独自課税を導入した県の多くは5年間の措置としているが、平成16年度以前に導入した高知県及び岡山県は第２期を、平成17～20

年度に導入した28県のうち期限設定がなされている27県は第１期を終えて期限を延長。

※ 各県から聞き取りにより林野庁が作成した資料を基に作成。

導入済の県の税収合計 ２８２．６億円
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他 県 の 使 途 事 業 の 状 況
主 な 事 業 内 容

区 分 間 伐
森林 災害 伐採 再 担い 木材 ﾎﾞﾗﾝ 里山 情報

県 国庫 の公 跡地 造 手 ﾃｨｱ 林 発信 そ の 他
単独 活用 有化 復旧 植栽 林 育成 利用 活動 整備 等

高知県 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ 森林環境教育・シカ被害対策

岡山県 ○ ◎ － ○ ○ ○ ○ ○ ○

鳥取県 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ 里山林整備（竹林・森林景観対策）

島根県 ○ － ◎ ○ ◎ ○ 荒廃森林整備、県民主体の森づくり

山口県 ○ ◎ － ○ 繁茂竹伐採､ｱｶﾏﾂ林整備､海岸林整備

愛媛県 ○ ◎ － ◎ ○ ○ ○ ○ シカ被害対策

熊本県 ○ － ○ ◎ ○ ○ ○ ○ シカ被害対策、木製机椅子購入支援

鹿児島県 ○ ○ ◎ － ◎ ○ ○ ○ ○ 松食い虫被害対策

岩手県 ○ ◎ ◎ ○ ◎ ◎

福島県 ○ ◎ ※◎ ※◎ ◎ ○ ○ ◎ ○
※国庫活用､間伐材搬出､路網整備､森林

環境学習､市町村交付金､森林文化復興

静岡県 ○ ○ ○ ○

滋賀県 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ 庁内提案事業、シカ対策等

兵庫県 ※○ ※◎ ※◎ ◎ ※○ ※防災林整備､野生鳥獣対策､都市緑化

奈良県 ○ ◎ ◎ ○ ○ 森林環境教育、森林とのふれあい推進等

大分県 ○ ○ ◎ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

宮崎県 ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

山形県 ○ ◎ ○ ○ ○ ○

神奈川県 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 間伐材搬出促進

富山県 ○ ※◎ ※◎ ○ ○ ○ ○ ※風雪被害跡地造林・無花粉ｽｷﾞ植栽

石川県 ○ ○ ○ ○ ○ 侵入竹の除去

和歌山県 ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

広島県 ○ ○ ◎ ○ ○ 森林病害虫対策、森林体験活動支援

長崎県 ○ ○ ○ ○ ○ ○

秋田県 － ◎ ※◎ ○ ○ ○ ※松くい･ナラ枯跡地、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ支援

茨城県 ○ ○ ◎ ※◎ ○ ○ ○ ※海岸防災林再生、森林体験ほか

栃木県 ○ － ◎ ○ ○ ○ 人工林野生鳥獣対策、税事業評価

長野県 ○ ○ ※◎ ○ ◎ ◎ ○ ○ ※水源林に限る､間伐材搬出､里山整備

福岡県 ○ ○ ○ ○ ○ 松くい虫被害対策強化

佐賀県 ○ ◎ ※○ ○ ※市町有林化支援

愛知県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

宮城県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

山梨県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 獣害防除､広葉樹植栽､体験活動支援

岐阜県 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 水環境保全、市町村提案事業

群馬県

三重県

計 ３５ ３２ １８ ９ ８ １０ ８ １０ ２３ ３１ ２９ ３１

（注）１ 平成２５年度事業を対象として調査
２ 「国庫活用」とは、国庫事業の上乗せ、県義務負担分・所有者負担分への充当
３ 「◎」は平成２０年度調査結果と比較して新たに加わった事業、「－」は対象外となった事業
４ 愛知県以下は平成２１年度以降の制度導入で、うち群馬県及び三重県は平成２６年度導入のため調査対象外


